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第1章 緒論

1.1 背景
近年，我々の回りでは通信波や放送波，レーダ波など，様々な用途・周波数の電
波が利用されており，電波は生活の上で欠かせない存在となっている。電波の利
用拡大に伴い，電波を利用した様々なシステムの障害が顕在化し，その対策が検
討されてきた。例えば，橋梁や建物による反射障害として，マルチパスによる船
舶レーダや航空機の超短波全方向式無線標識（VHF Omnidirectional Range，以
下VORとする）の偽像が挙げられる。レーダやVORの偽像は，航行の支障とな
るだけでなく，偽像の場所に他の船舶や航空機が航行していた場合，事故が発生
する危険性もある。対策としては，橋梁や建物壁面に電波吸収パネルを設置する
ことなどが実際に行われている [1]。
その他，社会的な影響が大きい障害として，地上アナログ放送のテレビゴース
ト障害が挙げられる。日本のテレビ放送は，1953年に地上アナログ放送（モノク
ロ）が始まり，1960年のカラー化を経て 2011年には地上デジタル放送が開始さ
れている。日本経済の発展により都市部での高層建物の建設が進むと，直達波と
建物外壁からの反射波からなるマルチパスによるテレビゴースト障害が顕在化し，
その対策が検討されてきた。

1.2 テレビ放送の受信障害対策
従来，地上アナログ放送のテレビゴースト障害では，下記のような対策が行わ
れてきた。

1⃝ 反射波の影響が少ない地域に共同アンテナを設置する。
2⃝ ケーブルテレビを利用する。
3⃝ 指向性アンテナを利用し，反射波の受信レベルを低減する。
4⃝ 建物の外壁面に電波吸収パネルを設置して放送波の反射を抑制する。

このうち 1⃝や 2⃝の対策は，低層から中層の建物には有効であるが，高層や超高層
建物のように障害範囲が広い場合，その対策費用が膨大となるという問題がある。
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第 1章 緒論

対策方法はそれぞれの対策費用の試算して選定されるが，特に高層から超高層の
建物では 4⃝の電波吸収パネルの設置が選定される場合が多い。都市部の地上アナ
ログ放送にはVHF帯，UHF帯双方の周波数帯域が用いられるため，広帯域で電
波の反射を効果的に抑制する電波吸収体が求められてきた。
一方，地上デジタル放送では，反射波の遅延時間がガードインターバルを超え
た場合，ブロックノイズやブラックアウトなどの受信障害が発生する可能性があ
る。実際，放送波の山岳反射による受信障害が報告されている [2]。一般に地上デ
ジタル放送では，放送波の反射点から離れた地域に受信障害が発生するため，反
射点の特定が難しい。現在は主に山岳反射のような比較的反射点が特定しやすい
受信障害が顕在化しているが，反射点を特定する技術の進展により，高層建物で
の反射も今後問題となることが想定される。また，平成 18年 11月 27日付の総務
省からの通達「都市受信障害対策共同受信施設の地上デジタル放送対応に係る考
え方」では，地上アナログ放送のテレビゴースト障害の場合と同様に，受信障害
の発生源（反射点）の建物の所有者が対策費用を負担することとされている。そ
のため建物からの反射波により受信障害が発生した場合，建物側での対策が求め
られる。ガードインターバルを超えるマルチパスによる受信障害への対策として
は，上記 1⃝～ 4⃝のテレビゴースト障害に対する対策に加え，マルチパス等化器 [3]

によりマルチパスの影響を低減する方法が検討されている。しかし，各戸にマル
チパス等化器を設置した場合，対策費用が膨大となる可能性がある。
地上アナログ放送の終了に伴いホワイトスペースとなったVHF帯については，
テレビ以外の放送に使用されることが決定しており，その通信方式等が検討され
ている。利用される通信方式によってはマルチパスの影響による受信障害が発生
する可能性がある。
地上デジタル放送がUHF帯を利用していることや，今後VHF帯を利用する放
送システムへの対応を考慮すると，今後も電波吸収パネルは広帯域特性を有する
ことが望ましい。しかし，テレビゴースト障害対策に一般的に用いられてきたフェ
ライト電波吸収体は，そのほとんどがVHF，UHFどちらか一方に対する狭帯域
電波吸収体である。その他外壁用広帯域電波吸収パネルとしては，フェライトモ
ルタル [4][5]を利用した製品が存在する。Mg系とMn系のフェライトをモルタル
にそれぞれ混入した 2層のフェライトモルタル層により，電波の反射を低減する
構造である。フェライトモルタルを利用した電波吸収パネルでは，下記の問題が
挙げられる。

• フェライトモルタル層の重量が大きいため，建物全体の構造設計に影響を与
える。

• 2層のフェライトモルタル層を別途製作する必要があり，製作に手間がか
かる。

2



1.3. 電波吸収パネル特性評価時のエッジ散乱波の影響

• フェライトモルタルに含まれる水分が電波吸収特性に影響を与えるため，フェ
ライトモルタルの水分管理が必要。

軽量な広帯域電波吸収体としては，グリッド形フェライト電波吸収体 [6]が知ら
れている。グリッド形フェライト電波吸収体は，水平，垂直両偏波に有効であり，
従来電波暗室で広く利用されている。これに対してスティック状のフェライトを
一定の間隔で並べた構造の桟形フェライト電波吸収体 [7]は，水平もしくは垂直い
ずれかの偏波に対して有効である。
都市部での放送波には主に水平偏波が利用されるため，桟型フェライト電波吸
収体が適用可能である。これまで桟形フェライト電波吸収体については，反射特
性についての基本的な検討がなされていた。しかし，建物の外装材に桟型フェラ
イト電波吸収体を適用する場合，重量や耐候性，意匠性などの建築上のさまざま
な制約条件を考慮して所定の特性を有する電波吸収パネルを設計することが求め
られる。

1.3 電波吸収パネル特性評価時のエッジ散乱波の影響
建物外壁用電波吸収パネルの特性評価として，建物に取り付けるサイズと同程
度の電波吸収パネルを作成し，オープンサイトにてタイムドメイン法で反射係数
を測定することが一般的に行われる。特に VHF帯ではパネルサイズが波長と同
程度となるため，反射係数の測定値はパネルサイズの有限性に起因するエッジ散
乱波の影響を受ける。
散乱体からの反射波の測定値に含まれるエッジ散乱波の影響については，文献

[8]や [9]などで検討されている。文献 [8]では，空間定在波法による測定値に対し
て，散乱波を正規反射波とエッジ散乱波の波源に置き換えたモデルを仮定し，測
定値にフィッティングすることによりエッジ散乱波を推定している。FDTD法に
よるシミュレーション値については，同モデルでほぼ再現されることが確認され
ているが，測定値と同モデルによる計算値には差異が生じている。また，散乱体
の誘電率推定を目的としているため，垂直入射のみの検討である。文献 [9]では，
散乱体のエッジ部分にロの字形状の遮蔽体を一定の距離離して設置した状態で斜
入射時の散乱波を測定し，測定値から遮蔽体の影響を差し引くことにより，エッ
ジ散乱波の影響を低減している。同文献では，縦横 1.2ｍの正方形形状の散乱体
を測定しており，建物外壁用電波吸収パネルのようなパネルサイズが大きい場合
への適用は難しい。

3



第 1章 緒論

1.4 本論文の目的
本論文では，VHF・UHF帯における建物外壁用電波吸収パネルの開発とエッジ
散乱の影響を考慮した特性評価法の確立を目的とする。本論文で検討する建物外
壁用広帯域電波吸収パネルは，首都圏での地上アナログ放送のテレビゴースト対
策を目的として開発し，既に都内の超高層建物に実装されている。首都圏での地
上アナログ放送は，VHF帯，UHF帯双方の周波数帯域の水平偏波を利用するた
め，軽量で広帯域な周波数特性を有し，水平偏波を効果的に吸収する桟型フェラ
イト電波吸収体を建物外壁パネルに内蔵した。建物外壁パネルとしては，高層か
ら超高層建物に最も一般的に用いられるガラスカーテンウォール（Glass Curtan

Wall，以下，GCWとする）とプレキャストカーテンウォール (PreCast Curtain

Wall，以下，PCCWとする)について検討する。
テレビゴースト対策用電波吸収パネルの開発の目標性能は，首都圏での地上ア
ナログ放送の周波数である 90MHzから 490MHzにおいて，TM斜入射にて反射
を−14dB以下に抑制することと設定した。−14dBの値は，テレビゴースト障害
対策の広帯域電波吸収体の一般的な要求仕様から決定した。入射偏波については，
都市部の地上アナログ放送では主に水平偏波が採用されていることからTM斜入
射とした。
地上デジタル放送への移行に伴い，地上アナログ放送のテレビゴースト対策用
に開発した建物外壁用広帯域電波吸収パネルについて，地上デジタル放送の受信
障害に対する設置効果を検討する。第 2章に示す試算結果に基づき，地上デジタル
放送の受信障害対策に対応した電波吸収パネルの目標性能は，テレビゴースト対策
用電波吸収パネルと同様，反射波を−14dB以下に抑制するものと設定する。周波
数帯域は，東京スカイツリーからの地上デジタル放送の周波数帯域 488～560MHz

（予定）と今後のVHF帯の放送システムへの対応を想定し，90～560MHzとする。
入射偏波については，テレビゴースト対策用電波吸収パネルと同様にTM斜入射
を対象とする。建物外壁電波吸収パネルの設計手法や特性評価結果について，地
上デジタル放送への対応も含めて論じる。
反射係数の測定結果により明らかになった課題として，反射係数の測定値と 1

次元の伝送線路モデルによる計算値の差異の要因を検討する。具体的には，パネ
ルサイズの有限性に起因する，エッジ散乱波の影響を考慮した反射係数の評価方
法を確立する。物理光学近似（Physical Optics，以下，POとする）[10]や一般調
和解析（Generalized Harmonic Analysis，以下，GHAとする）を利用し，反射係
数に含まれるエッジ散乱波の影響を補正する方法を論じる。
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1.5 本論文の構成
第 1章では，本論文の背景，目的について述べている。第 2章では，建物外壁用
電波吸収パネルの地上デジタル放送の受信障害に対する設置効果について述べる。
第 3章では，本論文で取り扱う建物外壁用広帯域電波吸収パネルの構造とその設
計方法を述べる。第 4章では，建物外壁用電波吸収パネルの反射係数測定結果と
建物への実装時の様々な制約条件が電波吸収特性に与える影響を述べる。第 5章
から第 7章では，第 4章で明らかになった課題として，反射係数の測定値と 1次元
の伝送線路モデルによる計算値の差異の要因を検討する。具体的には，電波吸収
パネルの反射係数の測定値に影響を与えるエッジ散乱波の影響を検討する。まず
第 5章では，POを用いることにより，エッジ部分の電磁流の摂動を考慮しない場
合について，エッジ散乱波の特性を検討した結果を述べる。第 6章では，電波吸
収パネル測定時のリファレンス値となる金属板からの反射波に含まれるエッジ散
乱波について，正規反射波が周波数特性を持たないことを利用して分離し，除去
した結果について述べる。第 7章では，電波吸収パネルからの反射波に含まれる
エッジ散乱波について，POによる計算結果もしくはGHAを利用して分離し，反
射係数に含まれるエッジ散乱波の影響を補正した結果を述べる。第 8章では，本
論文全体の結論を述べる。以下に第 2章から第 7章の概要を述べる。各章の関係
を図示したものが図 1.1である。

1.5.1 第2章「地上デジタル放送の受信障害に対する電波吸収パネ

ルの設置効果」

第 2章では，地上デジタル放送の受信障害に対する建物外壁用電波吸収パネル
の設置効果について述べる。
本論文で検討する建物外壁用広帯域電波吸収パネルは，首都圏での地上アナロ
グ放送のテレビゴースト対策を目的として開発した。地上デジタル放送への移行
に伴い，地上デジタル放送の受信障害に対する建物外壁用電波吸収パネルの設置
効果を示す。具体的には，建物外壁に電波吸収パネルを設置した場合と設置して
いない場合について，地上デジタル放送の受信障害が生じ得る領域を比較し，電
波吸収パネルの設置効果を試算した結果について述べる。

1.5.2 第3章「建物外壁用VHF・UHF帯電波吸収パネルの設計」

第 3章では，建物の外装材としての制約条件を考慮した建物外壁用広帯域電波吸
収パネルの設計方法を述べる。建築工期短縮のためにしばしば用いられるPCCW
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図 1.1: 本論文の構成
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に桟形フェライト電波吸収体を内蔵することで，軽量で広帯域な電波吸収特性を
有する電波吸収パネル [11]を設計する。
建築的制約条件を満足した上で広帯域な電波吸収特性が得られるように各部材
の厚さや桟型フェライト電波吸収体の桟構造を設計する。1次元の伝送線路モデ
ルに帰着させて反射係数を計算し，桟構造の設計を行った方法について述べる。

1.5.3 第4章「建物外壁用電波吸収パネルの反射係数測定」

第 4章では，第 3章の方法で設計した電波吸収パネルについて，建物に取り付
ける大きさと同程度の大きさ（1辺の長さが 3.5m以上）の電波吸収パネルを測定
した結果を述べる。
ベクトルネットワークアナライザ（Vector Network Analyzer，以下，VNAと
する）のタイムドメイン機能を利用して電波吸収パネルの反射係数の複素振幅を
測定する。入射角度は 30°と 60°の 2通り，入射偏波はTM斜入射のみとし，TE

斜入射については測定を行わない。目標性能としては，周波数帯域 90～560MHz

において反射波を−14dB以下に抑制するものとする。電波吸収パネルの設計計算
では，施工誤差等によって電波吸収特性が劣化する場合を考慮し，目標性能に対
して 3～4 dB程度のマージンを見込むことが一般的である。測定値における目標
性能の−14 dBに対して 4 dBのマージンを見込み，設計計算における目標性能は
−18 dBと設定する。
第 3章で取り扱ったPCCWタイプに加え，建物の外観を向上させるためにしば
しば用いられるGCWに桟型フェライト電波吸収体を適用したGCWタイプの電
波吸収パネルについても検討する [12]。
さらに電波吸収パネルの建物実装時の様々な条件が電波吸収性能に与える影響
について，実験的に検討する。

1.5.4 第5章「物理光学近似 (PO)によるエッジ散乱波影響の定量

的評価」

第 4章で示した電波吸収パネルの反射係数の測定結果において，測定値と 1次
元の伝送線路モデルを用いた計算値に差異が生じていた。測定値と計算値の差異
の主な要因の一つとしては，エッジ散乱波の影響が想定される。
第 5章では，電波吸収パネルの反射係数に対するエッジ散乱波の影響について，

POを用いて検討する。POによる反射波の計算値には，エッジ散乱波を含む反射
波，すなわち正規反射波とエッジ散乱波の双方が含まれており，エッジ散乱波の
影響が検討可能である。ただし，POではエッジ部分での電磁流の摂動を考慮せ
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ず，エッジ散乱波の算出結果には誤差を含むため，POによりエッジ散乱波の基本
的な特性を検討する。
まずPOによる反射係数の算出方法について述べる。さらにPOによる反射波の
計算値に含まれる正規反射波とエッジ散乱波を分離し，正規反射波に対するエッ
ジ散乱波の割合を定量的に求める。また，周波数に対するエッジ散乱波の複素振
幅の特性について検討する。

1.5.5 第6章「金属板反射波に含まれるエッジ散乱波分離」

第 6章では，反射係数測定時のリファレンス値となる，金属板からの反射波に含
まれるエッジ散乱波の補正について述べる。第 5章の検討で得られたエッジ散乱波
振幅∝ 1/

√
f の関係により，金属板からの反射波に含まれる正規反射波とエッジ

散乱波を分離する。分離したエッジ散乱波を反射波から除去することにより，エッ
ジ散乱波の影響を補正する。
まず本論文で提案するエッジ散乱波の分離方法について述べる。次に POによ
る金属板からの反射波の計算値を用いて本分離方法の有用性を確認する。さらに
金属板からの反射波の測定値に適用し，エッジ散乱波の分離による効果を定量的
に評価する。

1.5.6 第7章「電波吸収パネル反射波に含まれるエッジ散乱波分離

と反射係数補正」

第 7章では，電波吸収パネルからの反射波に含まれるエッジ散乱波の分離につ
いて述べる。さらに本章と第 6章で得られた金属板と電波吸収パネルの反射波か
ら分離したエッジ散乱波により，電波吸収パネルの反射係数を補正する。
反射係数に含まれるエッジ散乱波の補正方法として，POの計算値を利用する
方法とGHAによる方法の 2通りについて検討する。
POの計算値を利用する方法では，第 6章で求めた金属板のエッジ散乱波とPO

で求めた電波吸収パネルのエッジ散乱波を用い，伝送線路モデルを用いた反射係
数の計算値を測定値に近づける方向に補正する。
GHAによる方法では，第 6章で求めた金属板のエッジ散乱波とGHAで分離し
た電波吸収パネルのエッジ散乱波により反射係数の測定値を，エッジ散乱の影響
を減らす方向に補正する。
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第2章 地上デジタル放送の
受信障害に対する
電波吸収パネルの設置効果

2.1 はじめに
第 2章では，地上デジタル放送の受信障害に対する電波吸収パネルの設置効果
について述べる。本論文で検討する建物外壁用広帯域電波吸収パネルは，首都圏
での地上アナログ放送のテレビゴースト対策を目的として開発したが，地上デジ
タル放送への移行に伴い，地上デジタル放送の受信障害に対する電波吸収パネル
の設置効果を試算する。具体的には，建物外壁に電波吸収パネルを設置した場合
と設置していない場合について，地上デジタル放送の受信障害が生じ得る領域を
比較し，電波吸収パネルの設置効果を示す。

2.2 受信障害領域試算のための条件
地上デジタル放送では，遅延時間がガードインターバル長 126μ sを超える反
射波は不良電力となり，受信障害を引き起こす恐れがある [13]。直達波と反射波の
DU比 20dB以下，かつ遅延時間 126μ s以上となる領域を受信障害の生じ得る領
域と設定し，電波吸収パネル設置による同領域の削減効果を試算する。DU比の
閾値として設定した 20dBは市販のデジタルテレビ受信機の特性の測定結果 [14]，
遅延時間 126μ sは地上デジタル放送のガードインターバル長から決定した。ま
た，ワンセグ受信機等を考慮して，アンテナの指向性は無指向性と仮定した。地
上アナログ放送のテレビゴースト対策用電波吸収パネルの一般的な目標性能を適
用し，電波吸収パネルの反射係数は−14dBとする。
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2.3 受信障害領域試算のモデル
図 2.1に示す 2次元領域内で，地上デジタル放送において受信障害の生じ得る領
域を試算する。放送塔を想定した送信点と建物を想定した反射点をそれぞれ，X

軸上のX座標 20kmと 50kmの位置に設定した。ここで，送信点と反射点の距離
を d1，反射点と受信点の距離を d2，送信点と受信点の距離を d3，X軸と反射点か
ら受信点に向かう方向のなす角を θとする。反射点の建物を通常の建物とした場
合と電波吸収パネルを設置した建物とした場合について，100km四方の検討範囲
内の受信点のDU比と遅延時間 Tdを求める。
建物の反射パターンは建物の形状や向きにより異なるため，建物を，ある散乱
断面積 σを有する散乱体と仮定する。散乱体としては幅W = 50m，高さH[m]の
建物を想定し，その向きは最悪条件，すなわち受信点への散乱波強度が最大とな
る向きとする。散乱体の高さHとしては，東京都庁程度の高さまでの建物を想定
し，H = 150m，200m，250mの 3通りについて検討する。周波数 f は首都圏の
NHK総合テレビジョンの中心周波数を想定して f = 557MHzとする。建物外装
材での反射により，反射波は通常の建物では 0dB，電波吸収パネルを設置した建
物では−14dB減衰するものとする。

図 2.1: 試算モデル
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2.3. 受信障害領域試算のモデル

通常の建物と電波吸収パネルを設置した建物の DU比 DUref と DUabs をレー
ダー方程式 [15]によりそれぞれ式 (2.1)と (2.2)，遅延時間 Tdを式 (2.3)により求
めた。

DUref [dB] = 10 log10
4π(d1 · d2)2

σ · d23
(2.1)

DUabs[dB] = 10 log10
4π(d1 · d2)2

σ · d23
+ 14 (2.2)

Td[µs] =
d1 + d2 − d3

300
(2.3)

ここで λを放送波の波長とすると，σは式 (2.4)により求まる [16]。

σ[m2] =
4π(W ·H)2

λ2
·
(
cos

θ

2

)2

(2.4)
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2.4 受信障害領域の試算結果
遅延時間 Tdを図 2.2，建物の高さH = 150m，200m，250mについて，通常の
建物と電波吸収パネルを設置した建物のDU比の分布を図 2.3から図 2.8に示す。
遅延時間 Tdについては，検討した 3通りの建物の高さH について同様の結果で
ある。ここで，遅延時間の閾値 126µsを太線で示しており，太線の左側が遅延時
間 126µsを超える領域となる。
図 2.3から，H = 150mの場合，通常の建物では送信点から 8km程度以内の範
囲（破線内）の外側では，DU比 20dB以下となっている。これに対して図 2.4の
電波吸収パネルを設置した建物では，Td > 126µsの全領域でDU比 20dB以上と
なっている。また，通常の建物，電波吸収パネルを設置した建物共に，建物の高
さHが高くなるとDU比 20dB以下の領域が拡大している。
受信障害の生じ得る領域は，図 2.3から図 2.8のDU比 20dB以下 (破線の外側)，
かつ太線で示した遅延時間 126µsの左側の領域となる。図 2.4，図 2.6と図 2.8よ
り，電波吸収パネルを設置した建物においても，建物の高さHが高くなるとDU

比 20dB以下の領域は拡大し，H = 250mではTd > 126µsかつDU比 20dB以下の
領域が存在している。通常の建物と電波吸収パネルを設置した建物について，受
信障害の生じ得る領域の面積を計算した結果を表 2.1に示す。

表 2.1: 受信障害が生じ得る領域の面積
H 通常の建物 電波吸収パネルを

設置した建物
150m 7604[km2] 0[km2]

200m 7673[km2] 0[km2]

250m 7702[km2] 3786[km2]

表 2.1より，建物の高さH = 150mやH = 200mの場合，反射波を−14dBに抑
制する電波吸収パネルを設置した建物では，受信障害の生じ得る領域が全て解消
された。建物の高さH = 250mの場合，受信障害の生じ得る領域の面積は約半分
程度に低減している。地上デジタル放送で受信障害が発生した場合，建物外壁へ
の電波吸収パネル設置が有効であることが確認された。
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2.4. 受信障害領域の試算結果

図 2.2: 遅延時間 Tdの計算結果
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Td>126μs

図 2.3: DU比の計算結果（通常の建物，H = 150m）

Td>126μs

図 2.4: DU比の計算結果（電波吸収パネルを設置した建物，H = 150m）
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2.4. 受信障害領域の試算結果

図 2.5: DU比の計算結果（通常の建物，H = 200m）

図 2.6: DU比の計算結果（電波吸収パネルを設置した建物，H = 200m）
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第 2章 地上デジタル放送の受信障害に対する電波吸収パネルの設置効果

Td>126μs

図 2.7: DU比の計算結果（通常の建物，H = 250m）

Td>126μs

図 2.8: DU比の計算結果（電波吸収パネルを設置した建物，H = 250m）
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2.5. まとめ

本試算結果に基づき，地上デジタル放送の受信障害対策用の電波吸収パネルの
目標性能は，反射波を−14dB以下に抑制するものと設定する。周波数帯域は，東
京スカイツリーからの地上デジタル放送の周波数帯域 488～560MHz（予定）と今
後のVHF帯の放送システムへの対応を想定し，90～560MHzとする。入射偏波に
ついては，都市部の地上デジタル放送には主に水平偏波が採用されていることか
らTM斜入射を対象とする。

2.5 まとめ
第 2章では，地上デジタル放送の受信障害に対する電波吸収パネルの設置効果
について述べた。通常の建物と反射波を−14dB以下に抑制する電波吸収パネルを
設置した建物について，地上デジタル放送の受信障害の生じ得る領域を試算した。
以下に，本章の検討にて得られた結果や知見を示す。

• 本章で取り扱った検討モデルでは，建物の高さH = 150mやH = 200mの
場合，建物外壁への電波吸収パネル設置によって受信障害が生じ得る領域は
全て解消した。

• 建物の高さH = 250mの場合，外壁に電波吸収パネルを設置した建物では，
通常の建物の場合と比較して同領域は約半分程度に低減された。

• 上記結果により，今後地上デジタル放送の受信障害が顕在化した場合，建物
外壁に電波吸収パネルを設置することにより，受信障害が生じ得る領域を低
減可能である。
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第3章 建物外壁用VHF・UHF帯
電波吸収パネルの設計

3.1 はじめに
第 3章では，建物の外装材としての制約条件を考慮した建物外壁用広帯域電波
吸収パネルの設計方法を述べる。建築工期短縮のためにしばしば用いられるプレ
キャストカーテンウォール (PreCast Curtain Wall，以下，PCCWとする)に桟形
フェライト電波吸収体を内蔵することで，軽量で広帯域な電波吸収特性を有する
電波吸収パネルを設計する。
PCCWはあらかじめ工場で製作され，鉄骨などの構造部材に取り付けられる一
辺が数ｍ程度以上の外壁部材である。工場製作により品質向上や建築工期の短縮
が可能となるため，高層建物には最も一般的に採用されている。PCCWを電波吸
収パネルとして工場製作することにより，施工精度に起因する電波吸収特性の劣
化が防止できる。さらに建物に取り付ける前に電波吸収性能の全数検査を行うこ
とにより，工程の手戻りがなくなるというメリットがある。
本章では，建築的制約条件を満足した上で広帯域な電波吸収特性が得られるよ
うに各部材の厚さや桟型フェライト電波吸収体の桟構造を設計する。1次元の伝
送線路モデルに帰着させて反射係数を計算し、桟構造の設計を行った方法につい
て述べる。
本章における目標性能は，首都圏以外の地上デジタル放送へやマルチメディア
放送（予定）への対応も考慮し，90MHzから 770MHzの周波数帯域において，反
射係数を−14dB以下に抑制するものと設定する。ただし，一部の検討において測
定誤差等に対するマージン 4dBを見込む場合は，設計計算上の目標性能を−18dB

と設定する。

19



第 3章 建物外壁用VHF・UHF帯電波吸収パネルの設計

3.2 電波吸収パネルの構造
第 3章で取り扱うPCCWタイプの電波吸収パネル（図 3.1参照）は，層 Iから

Vの 5層の部材で構成される。PC板（層 I～III）と表面材料である御影石 (層V，
厚さ ds )の間に桟形フェライト電波吸収体を挟み込んだ構造となっている。
層 IIの金属メッシュは電波に対する短絡面を設定するものであり，構造的にPC

板を構成するための鉄筋（同図では省略）とは別に設けている。層 IIIは，入射角
度 θi が小さい場合に整合を取ることを目的に設けている。層 Iのコンクリート層
の厚さは，電波吸収特性に影響しないため，任意に決定できる。
図 3.1の層 IIIの厚さ dc = 0mmとして,層 IIを金属メッシュの代わりに亜鉛メッ
キ鋼板（厚さ 0.5mm）としたタイプ（図 3.2参照）についても検討する。電波吸
収パネルの短絡面より入射面側の層数から，図 3.1と図 3.2の電波吸収パネルをそ
れぞれ，3層形と 2層形電波吸収パネルとする。御影石層の厚さ dsは，建築的制
約条件のもとで決定する。桟形フェライト電波吸収体の構造パラメータ t，b，dの
決定方法については，後述する。
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3.2. 電波吸収パネルの構造

I

V
IV

III
II

t

b

図 3.1: PCCWタイプの電波吸収パネルの構造（3層形）
I

IV
III

II

t

b

図 3.2: PCCWタイプの電波吸収パネルの構造（2層形）
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第 3章 建物外壁用VHF・UHF帯電波吸収パネルの設計

3.3 反射係数の計算方法

3.3.1 一様近似解析

本論文では，電波吸収パネルに対して平面波がTM斜入射する場合についての
み想定するが，後述の物理光学近似に基づく反射係数の計算において TE斜入射
の取り扱いも必要となる。ここではTE，TM射入射双方の反射係数の計算方法に
ついて，3層形電波吸収パネルを一例として説明する。なお，等価材料定数の導
出については，付録Aにて詳説する。
電波吸収パネルのTEとTM斜入射の平面波に対する反射係数RTEとRTMは，1

次元伝送線路モデルよりそれぞれ式 (3.1)と (3.2)により与えられる。

RTE =
Zin −

√
µ0/ε0 ·

1

cos θi

Zin +
√
µ0/ε0 ·

1

cos θi

(3.1)

RTM =
Zin −

√
µ0/ε0 · cos θi

Zin +
√
µ0/ε0 · cos θi

(3.2)

ここで，Zinは電波吸収パネルの入力インピーダンス，θiは入射波の入射角度，ε0
と µ0は真空の誘電率と透磁率である。Zinは縦続接続された多段の伝送線路モデ
ルにより計算される [1]。
図 3.1の電波吸収パネルの層 I～ Vを第 1～N 層 (N = 5)とし，第 n 層 (n:層の
番号 )の入射側表面から見た入力インピーダンスを Znとおくと，Zin = ZN であ
り，ZN は式 (3.3)の漸化式により数値計算される。ただし，dnは第 n層の厚さで
あり,第 2層が金属メッシュまたは金属板のため，Z2 = 0 Ωとおく。

Zn = Zcn
Zn−1 + Zcn tanh γzndn
Zcn + Zn−1 tanh γzndn

(n = 3, 4, · · · , N) (3.3)

層 IIIとVのような均質な層では，その内部での z方向伝搬定数 γznと特性イン
ピーダンスZcnは，比誘電率 εrn，比透磁率 µrn(= 1)を用いて式 (3.4)～(3.6)で与
えられる。ただし，Zcnの上付きの添え字は入射モードを示す。

γzn = jk0

√
εrnµrn − sin2 θi (3.4)

ZTE

cn =

√
µ0

ε0
· µrn√

εrnµrn − sin2 θi
(3.5)

ZTM

cn =

√
µ0

ε0
·
√

εrnµrn − sin2 θi
εrn

(3.6)
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3.3. 反射係数の計算方法

ここで，k0は自由空間内の波数 2πf
√
ε0µ0(f は周波数 [Hz])である。

桟型フェライトを周期的に含む不均質な層については，異方性を持つ均質平板
で近似する。比誘電率テンソル，比透磁率テンソルの各対角要素は条件 b ≪ λ0(λ0

は波長 [m])のもとで，式 (3.7)～(3.10)で与えられる [17]。

εrx =
εrf

εrf (1− t/b) + t/b
(3.7)

εry = εrz = εrf ·
t

b
+

(
1− t

b

)
(3.8)

µrx =
µrf

µrf (1− t/b) + t/b
(3.9)

µry = µrz = µrf ·
t

b
+

(
1− t

b

)
(3.10)

ただし εrf と µrf はフェライトの比誘電率と比透磁率である。なお，本近似式と空
間回路網法による反射係数の算出値の差異は，入射角度 θi = 0°と 30°の場合で
3dB程度以下となる [18]。本近似式による反射係数の算出値には，3dB程度の近
似誤差が含まれることが想定される。
異方性を考慮した等価比誘電率 εreq，等価比透磁率µreqは式 (3.11)～(3.14)で与
えられる [19]。ただし，上付きの添え字は入射モードを示す。

εTE

req = εry +

(
1

µrx

− 1

µrz

)
· sin2 θi (3.11)

µTE

req = µrx (3.12)

εTM

req = εrx (3.13)

µTM

req = µry +

(
1

εrx
− 1

εrz

)
· sin2 θi (3.14)

桟形フェライトの層については，式 (3.4)～(3.6)の εrn ，µrn の代わりに εTE
req，

µTE
reqや εTM

req，µTM
reqを用いることで，TEとTM斜入射時の z方向伝搬定数 γznと特

性インピーダンスZcnを求める。
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第 3章 建物外壁用VHF・UHF帯電波吸収パネルの設計

3.3.2 各部材の材料定数

設計計算を行うため，使用するフェライトの材料定数をネットワークアナライ
ザ (HP8510)と 39Dの同軸管を用いた Sパラメータ法 [20]によって測定した。桟
形フェライト電波吸収体に用いるフェライトの複素比透磁率 µ̇r(= µ′

r − jµ′′
r)は，

比較的大きな周波数特性を有しており，設計計算結果に大きな影響を与える。桟
形フェライト電波吸収体に使用するフェライトの複素比透磁率 µ̇rは，式 (3.15)に
示す周波数分散式で与えられるものと仮定した [21]。

µ̇r = 1 +
K

1 + j
f

fr

(3.15)

ただし，f [MHz]は動作周波数を示しており, Kと fr [MHz]はその積が磁性材料と
しての良さをあらわす量の 1つとして知られる定数である。設計計算に使用する
フェライトの定数は，実測結果をもとに最小二乗法による推定を行い，K = 1025.9，
fr = 8.06MHzと決定した。
図 3.3は式 (3.15)から求めた複素比透磁率の計算値と実測値との比較を示して
いる。実部，虚部ともに両者はほぼ一致しており，今回使用するフェライトの複
素比透磁率が式 (3.15)で良好に表されることが確認された。フェライトの複素比
誘電率は，図 3.4に示した実測結果から，実部虚部ともに周波数による変動が 0.1

程度であったため，周波数によらず ε̇r = 12.9− j0.0とした。
その他の層の複素比透磁率は µ̇r = 1.0− j0.0とし，層 Iと層 IIIのコンクリート
の複素比誘電率は文献値 [22]から ε̇r = 6.8− j1.8，層Vの御影石については図 3.5

に示した実測結果から，ε̇r = 5.7 − j0.12とした。なお，層 IVでフェライト以外
は空気であるので，ε̇r = 1.0 − j0.0とした。これらの各部材の材料定数を用いて
以降の設計計算を行う。
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3.3. 反射係数の計算方法

図 3.3: フェライトの複素比透磁率の実測値と近似式による計算値

図 3.4: フェライトの複素比誘電率の実測値

図 3.5: 御影石の複素比誘電率の測定値
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第 3章 建物外壁用VHF・UHF帯電波吸収パネルの設計

3.4 桟形フェライトと平板フェライトの比較
図 3.6は，入射角度 θi = 0°，dc = 0 mm，ds = 10 mmとした場合，すなわち 2

層形電波吸収パネルの垂直入射時の反射係数を示している。ここで桟形フェライ
ト層 (層 IV)の構造パラメータを検討した結果，反射係数が−14 dB以下となる周
波数帯域が最も広帯域となる値が d = 22 mmと t/b = 0.18であったため，これら
の値を用いた。比較のため，層 IVを平板フェライト，すなわち t/b = 1.0とした
場合についても示している。平板フェライトを用いた場合についても反射係数が
−14 dB以下となる周波数帯域が最も広くなる dを選定し，d = 5 mmとした。
桟形フェライトを用いた場合，平板フェライトと比較してフェライトの使用量
が約 79 %と減少するにもかかわらず，反射係数が−14 dB以下となる周波数帯域
幅が平板フェライトでは 322MHz，桟形フェライトでは 857MHzとなり，格段の
広帯域化が可能である。

図 3.6: 桟形フェライトの広帯域特性
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3.5. 2層形電波吸収パネルの設計

3.5 2層形電波吸収パネルの設計
本節では，図 3.2に示した 2層形電波吸収パネルについて，入射角度 θi = 0°，
すなわち垂直入射時の反射特性を検討する。

3.5.1 石層の厚さの決定

図 3.7は，フェライト層の厚さ d = 0 mmとし，石層と終端板のみのパネルに
ついて，石層の厚さ dsを 0 ～ 5000 mmに変化させた場合の入力インピーダンス
の変化を示している。ここで，周波数 f = 430MHzとし，反射係数が−14 dBと
なる線を実線で同時に示している。同図のインピーダンス変化に対して，石層と
終端板の間に桟型フェライト層を挿入することにより，電波吸収パネルとしての
電波吸収特性を付与する。

図 3.7: 石層の厚さによる入力インピーダンスの変化

電波吸収パネルの反射係数が−14dB以下となるためには，電波吸収パネルの入
射面側の表面から終端板側を見込んだ入力インピーダンスが，図 3.8中に実線で
示した円の内側の領域となる必要がある。同図の灰色の領域は，石層が存在する
場合に，石層表面から見込んだ反射係数が−14dB以下（つまり実線の円の内側）
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となるための，石層裏面から終端板側を見込んだ入力インピーダンスの領域であ
る。ただし，図 3.8，図 3.9はそれぞれ，石層の厚さ ds = 10, 30 mmの場合の同領
域であり，f = 90, 430, 770MHzの 3通りについて示している。周波数が高くなる
に従って，また dsが大きくなるに従って同領域がスミスチャートの中心から左回
りに変化している。
図 3.10は，2層形電波吸収パネルの ds = 0 mmとし，桟形フェライト層のみの
パネルについて，f = 90～770 MHzの範囲で変化させた場合のスミスチャート上
の軌跡を示している。反射係数の実部が 1.0以下，虚部が正の領域では周波数が
高くなるに従ってスミスチャートの右上方向に軌跡が変化する傾向がある。
図 3.8もしくは図 3.9と図 3.10を比較すると，反射係数が−14 dB以下となる領
域と桟形フェライト層の入力インピーダンスの周波数の変化に対するスミスチャー
ト上の変化の方向がほぼ垂直方向になっている。そのため広帯域な電波吸収特性
を得るためには，反射係数が−14 dB以下となる領域の周波数による変化が小さ
い方が望ましい。
図 3.8と図 3.9比較すると，dsが薄いほど周波数の変化による同領域の変化が小
さいため，dsは出来る限り薄くする必要がある。しかしこれらの部材は破損する
と落下による人的被害も想定されるため，部材の経年劣化なども考慮して十分な
厚さが求められる。建築部材としての強度を考慮した結果，石層の厚さ ds = 10

mmと決定した。
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3.5. 2層形電波吸収パネルの設計

図 3.8: |RTM| < −14dB以下の桟形フェライトの入力インピーダンス (ds = 10mm)

図 3.9: |RTM| < −14dB以下の桟形フェライトの入力インピーダンス (ds = 30mm)
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図 3.10: 単層桟形フェライト電波吸収体のインピーダンス特性
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3.5. 2層形電波吸収パネルの設計

3.5.2 桟形フェライトの構造パラメータ

図 3.11は，ds = 10mm，f = 430 MHzとし，d = 0～100mmの範囲で変化させ
た場合の桟形フェライト層の入力インピーダンスのスミスチャート上の軌跡を示
している。t/bについては，軌跡が灰色の領域を通る 0.08, 0.18, 0.85の 3通りにつ
いての結果を示している。

図 3.11: 構造パラメータによる入力インピーダンス変化

このような桟形フェライトの入力インピーダンスの軌跡が灰色の領域を通る各
t/bの値について，同領域内に入る dの範囲を求めることで，反射係数が−14dB

以下となるための dと t/bの満たす条件を求めることができる。
図 3.12は，90, 430, 770 MHzの 3周波数において反射係数が−14 dB以下とな
る dと t/bの組み合わせの領域を示している。3周波数の領域の共通部分が存在す
ることが分かる。その中から dと t/bの組み合わせを選ぶことで，必要な周波数
特性を有する電波吸収パネルを設計することができる。ここで，周波数による反
射係数の変動が大きい場合は，同領域の計算を行う周波数を増加させればよい。
図 3.12において 3周波数で反射係数が−14dB以下となるパラメータの一例と
して，d = 20mm，t/b = 0.2の場合の反射係数の周波数特性を図 3.13に示す。同
図より，90MHzから 770MHzの周波数帯域において，反射係数が−14dB以下と
なっている。
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図 3.12: 反射係数が−14dB以下となるための t/bと dの組み合わせの範囲

図 3.13: 設計計算結果の一例 (t/b = 0.2，d = 20mm)
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3.5.3 石層の水分の影響

建物外壁用電波吸収パネルでは，特に最外層となる石層（御影石）が雨などの
影響によって吸水し，電波吸収特性に影響を与えることが懸念される。石層の吸
水状態が電波吸収特性に与える影響について，乾燥，気乾と吸水の 3つの吸水状
態により検討する。
「乾燥状態 (Dry Condition)」は 105◦C，30%の恒温恒湿槽内で 24時間乾燥さ
せた後，「吸水状態 (Wet Condition)」は水中に 24時間放置後の複素比誘電率 ε̇rの
測定結果から，それぞれ，ε̇r = 5.6 − j0.06と 5.9 − j0.14とした。また「気乾状
態 (Normal Condition)」については，図 3.5の結果と同様とし，27◦C，50%の恒
温恒湿槽内で 4週間放置後の測定結果から，5.7− j0.12とした。それぞれの複素
比誘電率 ε̇rの測定結果は，図 3.14に示している。

図 3.14: 吸水状態による御影石の複素比誘電率 ε̇r

θi = 0°，dc = 0mm，ds = 10mmとした場合について，層Vの石層の 3つの吸
水状態における反射係数を図 3.15に示す。今回用いた最外層に御影石を用いた電
波吸収パネルでは，吸水状態による反射係数の変化は「気乾状態」を基準とする
と±1dB以内となり，水分による影響はほとんど受けないことが明らかになった。
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図 3.15: 石層の水分の影響
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3.5.4 入射角度の影響

放送波の反射を抑制する目的で設置される電波吸収パネルでは，波源と建物の
位置関係が決定されているため，一般に単一の入射角度に対する広帯域化で十分
である。図 3.16は，入射角度 θi = 0，30，60°の 3通りについて，電波吸収パネ
ルの反射係数を示している。ただし，反射係数が−14dB以下となる周波数帯域が
最も広くなるような dと t/bの組み合わせを表 3.1の通りに選択している。
同図から，入射角度が大きくなるに従って広帯域な反射特性が得やすい傾向が見
られる。dと t/bの積に比例するフェライト使用量は，θi = 0°と比較して θi = 30

°では約 85%，θi = 60°では約 52%となる。入射角度 θiが大きくなるに従って，
フェライト使用量を削減可能である。

表 3.1: 計算に使用した構造パラメータ d，t/b

パラメータ θi = 0° θi = 30° θi = 60°

d 22mm 14mm 4mm

t/b 0.18 0.24 0.51

図 3.16: 入射角度の影響
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3.6 3層形電波吸収パネルの設計

3.6.1 コンクリート層の挿入による広帯域化

前節で検討した入射角度 θi = 0，30，60°では，2層形電波吸収パネルが計算上
は目標性能を満足することを示した。建物に実装する電波吸収パネルの設計にお
いては，施工誤差等によって電波吸収特性が劣化する場合を考慮して設計仕様に
対して 3～4 dB程度のマージンを見込むことが一般的である。そこで本節におけ
る計算上の目標性能としては，−14 dBに対して 4 dBのマージンを見込んで−18

dBと設定する。
本節では，入射角度によっては 2層形電波吸収パネルと比較して広帯域化が可能
となる 3層形電波吸収パネルの検討を行う。ここで ds = 10 mm，入射角度 θi = 0

°とする。

3.6.2 コンクリート層の厚さ

図 3.17は，コンクリート層の厚さ dcを 0，10，20，30mmに変化させた場合の
電波吸収パネルの反射特性を示している。ただし，各 dcにおいて反射係数が−18

dBとなる帯域が最も広帯域になるように dと t/bを表 3.2の通りに選択している。

表 3.2: 計算に使用した構造パラメータ d，t/b

パラメータ dc = 0mm dc = 10mm dc = 20mm dc = 30mm

d 30mm 19mm 8mm 7mm

t/b 0.15 0.24 0.5 0.67

同図では，dc = 10 mmと 20mmの場合に比較的広帯域な特性が得られており，
最適な dcが存在することが分かる。
図 3.18は，各 dcに対して反射係数が−18 dB以下となる周波数帯域を計算した
結果である。dc = 15 mmとした場合に最も広帯域な反射特性が得られ，2層形電
波吸収パネル (dc = 0mm)と比較して約 36 MHzの広帯域化が可能となる。
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図 3.17: コンクリート層の厚さ dcの影響

図 3.18: コンクリート層さ dcと吸収帯域
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図 3.19は dc = 15 mmの場合について，dの変化に対する桟形フェライト層の
入力インピーダンス軌跡を示している。ここで，ds = 10 mmの石層の影響を考慮
して反射係数が−18dBとなる為のスミスチャート上の周波数ごとの領域を灰色と
点線で示し，石層を影響を考慮しない場合の反射係数−18 dBの円を実線で示し
ている。周波数が高くなるに従って d = 0 mmの入力インピーダンスが左端から
右回りに変化している。これはコンクリート層によって入力インピーダンスを調
整可能であることを示している。そのため，入射角度によってはコンクリート層
の挿入によって広帯域化が可能となる。

図 3.19: 3層形電波吸収パネルの桟形フェライト層の入力インピーダンス
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3.7. まとめ

3.7 まとめ
本章では，桟形フェライト電波吸収体を適用したPCCWタイプの電波吸収パネ
ルについて，建築的制約条件を考慮した設計手法について述べた。
まず，本論文で取り扱う建物外壁用電波吸収パネルの構造を示した。次に電波
吸収パネルの構造パラメータの設計計算を行うため，1次元の伝送線路モデルを
用いた反射係数の計算方法を述べた。桟型フェライト層の特性インピーダンスに
ついては，異方性の等価材料定数を有する一様な層として近似して計算した。
反射係数を計算結果により，桟形フェライト電波吸収体の基本特性や構造パラ
メータなどが電波吸収特性に与える影響を示した。以下に，本章の検討にて得ら
れた知見を示す。

• 桟形フェライト電波吸収体を用いた場合，平板フェライト電波吸収体と比較
してフェライトの使用量が約 79 %と減少するにもかかわらず，反射係数が
−14 dB以下となる周波数帯域幅が平板フェライトでは 322MHz，桟形フェ
ライト電波吸収体では 857MHzとなり，格段の広帯域化が可能である。

• 桟型フェライト層に対して入射面側となる石層の厚さ dsは，出来る限り薄
いほど広帯域な電波吸収特性が得られる。さらに建築部材としての制約条件
を考慮し，石層の厚さ ds = 10mmと決定した。

• 反射係数が−14dB以下となるための桟型フェライト電波吸収体の構造パラ
メータの組み合わせの範囲を求めた。本結果を利用することにより，広帯
域な電波吸収特性を有する電波吸収パネルを容易に設計することが可能と
なる。

• 電波吸収パネルの最外層となる石層について，降雨などによる吸水が反射
係数に与える影響を検討した。その結果，吸水状態による反射係数の変化は
「気乾状態」を基準とすると±1dB以内となり，水分による影響はほとんど
受けないことを示した。

• 入射角度 θi = 0，30，60°の 3通りについて，反射係数の周波数特性を求め
た。その結果，入射角度が大きくなるに従って広帯域な反射特性が得やすい
傾向が見られた。θi = 0°の場合と比較したフェライト使用量は，θi = 30°
では約 85%，θi = 60°では約 52%となっており，入射角度が大きくなるに
従って削減可能であることを示した。

• 2層形電波吸収パネルでは広帯域特性が比較的得にくい入射角度 θi = 0°
について，金属板と桟型フェライト層の間にコンクリート層を挿入した 3

層形電波吸収パネルの広帯域化について検討した。コンクリート層の厚さ
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dc = 15mmに最適化することにより，設計計算において反射係数が−18dB

以下（「目標性能：−14dB」−「測定時の誤差等に対するマージン：4dB」）
となる周波数帯域が約 36MHz拡大した。
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第4章 建物外壁用電波吸収パネルの
反射係数測定

4.1 はじめに
第 4章では，第 3章の方法で設計した電波吸収パネルについて，建物に取り付
ける大きさと同程度の大きさ（1辺の長さが 3.5m以上）の電波吸収パネルを作成
し，反射係数を測定した結果を述べる。
ベクトルネットワークアナライザ（Vector Network Analyzer，以下，VNAと
する）のタイムドメイン機能を利用して電波吸収パネルの反射係数の複素振幅を
測定する。入射角度は 30°と 60°の 2通り，入射偏波はTM斜入射のみとし，TE

斜入射については測定を行わない。目標性能としては，首都圏での地上デジタル
放送やマルチメディア放送（予定）への対応を考慮し，周波数帯域 90～560MHz

において反射波を−14dB以下に抑制するものとする。ここで電波吸収パネルの設
計計算では，施工誤差等によって電波吸収特性が劣化する場合を考慮し，目標性
能に対して 3～4 dB程度のマージンを見込むことが一般的である。測定値におけ
る目標性能の−14 dBに対して 4 dBのマージンを見込み，設計計算における目標
性能は−18 dBと設定する。
第 3章で取り扱ったプレキャストカーテンウォール (PreCast Curtain Wall，以
下，PCCWとする)タイプに加え，建物の外観を向上させるためにしばしば用い
られるガラスカーテンウォール（Glass Curtain Wall，以下，GCWとする）に桟
型フェライト電波吸収体を適用したGCWタイプの電波吸収パネルについても検
討する。
さらに電波吸収パネルの建物実装時の様々な条件が電波吸収性能に与える影響
について，実験的に検討する。
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4.2 電波吸収パネルの構造
本章で取り扱う 2層形と 3層形の PCCWタイプの電波吸収パネルの構造を，
それぞれ図 4.1と図 4.2に示す。第 3章の電波吸収パネルと比較すると，2層形
の第 VI層もしくは 3層形の第 V層が表面材料となっている。表面材料の材質と
しては，様々な意匠上の仕様に対応するため，ビニロン繊維補強セメント複合材
（Vinylon Fiber Reinforced Cement composition, 以下VFRCとする），押し出し
成型板 (Extruded Cement Panel, 以下 ECPとする)，御影石の 3種類とする。
GCWタイプの電波吸収パネル構造を図 4.3に示す。GCWタイプの電波吸収パ
ネルは層 Iから層 IVの 4層の部材で構成されており，その前面に空気層（層 V，
厚さ da = 100mm）をおいて表面材料となるガラス（層VI，厚さ ds）が配置され
ている。入射角度 θiの入射波に対して亜鉛メッキ鋼板 (層 II，厚さ 0.5mm)の裏側
の石膏ボード (層 I，厚さ 12.5mm)の材料と厚さは，電波吸収特性に影響しないた
め任意に変更できる。層 IVは，厚さ 12.5mmの石膏ボードである。
2層形の PCCWタイプやGCWタイプの層 IIIや PCCWタイプの層 IVとなる
桟形フェライト電波吸収体の構造パラメータとなるフェライト層の厚さ d ，フェ
ライトの幅 tと配列周期 bの決定方法は後述する。

I

IV
III

II

t

b

図 4.1: PCCWタイプの電波吸収パネルの構造（2層形）
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4.2. 電波吸収パネルの構造

I

V
IV

III
II

t

b

図 4.2: PCCWタイプの電波吸収パネルの構造（3層形）

I

VI
V

IV
III
II

t

b d

図 4.3: GCWタイプの電波吸収パネルの構造
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4.3 建築部材としての制約条件
第 3章の 3.5節の結果より，良好な電波吸収特性を有する電波吸収パネルを設
計するためには，桟形フェライト電波吸収体の前面の部材，すなわちGCWタイ
プの層VIやPCCWタイプの層 IV(2層形）もしくは層V(3層形）が薄いことが望
ましい。しかしこれらの部材は破損すると落下による人的被害も想定されるため，
部材の経年劣化なども考慮して十分な厚さが求められる。建築部材としての強度
を考慮した結果，決定した表面材料の厚さを表 4.1に示す。

表 4.1: 表面材料の厚さ ds
VFRC ECP 御影石 ガラス

ds 15mm 10mm 10mm 12mm

PCCWタイプの層 III(3層形）の厚さ dc が薄い場合 (ただし，dc > 0mm)，剥離
等の問題が懸念される。これは，コンクリートの粗骨材が層 IIIに入りにくくなり，
強度が得られないためである。そこで，dc = 0mm，もしくは dc ≥ 15mmの制約条
件で前章と同様な方法で dcを最適化した結果，dc = 0mm，もしくは dc = 15mm

とした。
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4.4 設計計算

4.4.1 各部材の材料定数

桟型フェライトの構造構造パラメータの設計計算に用いるフェライトの複素比
透磁率 µ̇rについては，前章と同様に式 (3.15)の周波数分散式で与えるものと仮定
し，K = 1025.9，fr = 8.06MHzとした。
フェライト以外の部材については，µ̇r = 1.0 − j0.0とした。フェライト，御影
石とコンクリートの複素比誘電率 ε̇rについても前章と同様の値を用い，それぞれ
ε̇r = 12.9− j0.0，5.7− j0.12と 6.8− j1.8とした。ガラスの複素比誘電率は文献値
[22]，石膏ボードについては前章と同様に Sパラメータ法による測定結果（図 4.4

参照）に基づき，それぞれ ε̇r = 7.0− j0.0と 2.5－ｊ 0.0とした。VFRCと ECP

の複素比誘電率については次節で述べる。

図 4.4: 石膏ボードの複素比誘電率測定結果

電波吸収パネルの各部材の複素比誘電率は周波数特性を有するが，設計計算の
簡略化や計算時間の短縮のため，本論文では周波数の変動に対して複素比誘電率
は一定と仮定する。ここでは PCCWタイプで表面材料が御影石の電波吸収パネ
ルとGCWタイプの電波吸収パネルについて，複素比誘電率の周波数特性が反射
係数に与える影響を以下に示す。
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PCCWタイプで表面材料が御影石の電波吸収パネルとGCWタイプの電波吸収
パネルについて，複素比誘電率の周波数特性を考慮した場合と周波数に対して一
定とした場合の反射係数の計算結果を，図 4.5と図 4.6に示す。ただし，それぞれ
入射角度 θi = 30°と 60°とし，計算に用いた構造パラメータ t，d，b，dcを表 4.2

に示す。 両図の結果から，複素比誘電率の周波数特性による反射係数の影響は，
0.2dB程度以内となっている。特にコンクリートは周波数によって複素比誘電率
が 1.0程度変動するが，コンクリート層が入射波に対して桟形フェライト電波吸
収体の背面となり，複素比誘電率の変化による電波吸収パネルの入力インピーダ
ンスの変化が小さいためと考えられる。

表 4.2: 計算に用いた構造パラメータ
PCCWタイプ（御影石） GCWタイプ
θi = 30° θi = 60° θi = 30° θi = 60°

t 8mm 8mm 8mm 8mm

d 17mm 17mm 17mm 17mm

b 27mm 38mm 27mm 42mm

dc 15mm 0mm 15mm 0mm
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図 4.5: 複素比誘電率の周波数特性の影響（PCCWタイプ，御影石）

図 4.6: 複素比誘電率の周波数特性の影響（GCWタイプ）

47



第 4章 建物外壁用電波吸収パネルの反射係数測定

特にセメント系の表面材料である ECPとVFRCについては，降雨による吸水
のために複素比誘電率が変化することが想定される。図 4.7に示す測定フローに
より，含水率の変化に対する複素比誘電率を測定した。含水率Wc [%]は式 (4.1)

で定義する。

Wc =
Wm −W0

Wm

× 100 (4.1)

図 4.7: セメント系表面材料の複素比誘電率測定フロー

ここで，Wm [g]は測定時の試験体重量，W0 [g]は絶乾重量とする。絶乾重量は，
110℃の恒温槽において乾燥を行い，試験体の重量が定常状態となった際の重量
とした。
ECPとVFRCについて，100，200，600MHzの複素比誘電率の測定結果をそれ
ぞれ，図 4.8と図 4.9に示す。 図 4.8の ECPについては，含水率が大きくなると
複素比誘電率は周波数によって実部が 1.0程度，虚部は 1.5程度変動している。建
物実装時には含水率は 6%程度であり，これらの含水率では複素比誘電率の周波数
による変動は実部，虚部ともに 0.5程度以内である。ECPの複素比誘電率として
は，含水率 6%，600MHzの複素比誘電率を採用し，6.3－ｊ 0.5とした。ここで，
本論文では地上デジタル放送の周波数帯域に主眼を置いて検討するため，同帯域
に近い 600MHzの複素比誘電率を用いた。ECPについては，含水率が設計計算時
の 6%から 5%に低下しても複素比誘電率の変動は実部，虚部ともに 0.3程度以下
であり反射係数に与える影響小さいと考えられる。
図 4.9のVFRCでは，含水率Wcが高くなると大きな周波数依存性を示してい
る。特にVHF帯となる 100MHzや 200MHzでは，含水率が高くなると実部，虚
部ともに上昇している。これは，表層での反射が大きくかつ安定しない原因とな
り，PCCWタイプで表面材料をVFRCとした場合はVHF帯の電波吸収特性が得
にくいことが想定される。VFRCの出荷時は含水率を 7%程度に管理するが，建
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(Real)
(Real)

図 4.8: ECPの複素比誘電率測定結果

図 4.9: VFRCの複素比誘電率測定結果
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物実装後の吸水による含水率の上昇を防止するため，撥水材の塗布などの対策が
必要である。
設計計算の簡略化と計算時間短縮のため，設計計算ではVFRCについても周波
数に対して複素比誘電率は一定と仮定する。VFRCの複素比誘電率の決定につい
て以下に述べる。PCCWタイプの表面材料を厚さ ds = 15mm，含水率Wc = 7.0

%のVFRC，入射角度 θi = 60°とし，周波数 100，200，600MHzの複素比誘電率
の測定値により反射係数を計算した結果を図 4.10に示す。計算に使用したVFRC

の誘電率は同図中，その他パラメータを表 4.3に示す。

表 4.3: 計算に用いたパラメータ
t d b dc

サイズ 8mm 17mm 40mm 0mm

図 4.10: PCCWタイプのVFRCの複素比誘電率の影響

VFRCの複素比誘電率が変化すると，反射係数が−14dBとなる下限周波数は約
20MHzでほとんど変化しないが，上限周波数は複素比誘電率によって約 390MHz

から710MHzに変化している。600MHzの誘電率を採用することで，反射が−14dB

以下となる周波数帯域の上限周波数と地上デジタル放送の周波数帯域を比較的再
現できる。そこで VFRCの設計計算では，含水率 7.0%，周波数 600MHzの複素
比誘電率 εr = 7.0− j2.0を用いる。
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4.4.2 設計計算結果

桟形フェライト電波吸収体の構造は，図 4.1から図 4.3に示したフェライト層の
厚さ d ，フェライトの幅 tと配列周期 bの 3つの構造パラメータによって決定され
る。桟形フェライトの形状を決定する dと tは，既製品の形状に合わせることが現
実的である。フェライトの成型には金型が必要であり，建物ごとに最適な形状の
金型を製作すると大きなコストアップとなるためである。本章では，d = 17mm，
t = 8mmとし，bについては以下に示す設計計算の結果に基づいて決定する。
桟形フェライト電波吸収体の配列周期 bとPCCWタイプのコンクリート層の厚
さ dc は，伝送線路モデルによるTM斜入射の反射係数RTMの計算結果により，目
標性能を満足した上で最も広帯域な電波吸収特性が得られるように決定する。
地上デジタル放送のような広域放送におけるマルチパス対策の電波吸収パネル
では，放送波の到来方向と建物外壁の向きが一意に決定できる。そのため，単一
の入射角度における反射波の抑制で十分である。入射角度 θi = 30°と 60°につい
て，構造パラメータ bの変化に対する PCCWタイプの表面材料をECPとした場
合の反射係数の計算結果を，それぞれ図 4.11と図 4.12に示す。電波吸収パネルの
各パラメータは ds = 10mm，d = 17mm，t = 8mmとした。dcについては 0mmと
15mmのうちの広帯域な吸収特性が得られた結果を示しており，入射角度 θi = 30

°と 60°ではそれぞれ，15mmと 0mmとした。
bの決定に際しては，測定誤差等を考慮して反射波の目標値 −14dBに対して

4dBのマージンを設定する。すなわち目標性能の周波数帯域 90～560MHzにおい
て反射波が−18dB（「目標性能：−14dB」−「測定時の誤差等に対するマージン：
4dB」）以下の特性が得られた上で，反射波が−18dB以下となる周波数帯域が最
も広帯域となる bを採用する。図 4.11と図 4.12の計算結果から，入射角度 θi = 30

°と 60°ではそれぞれ，b = 24mmと 38mmと決定した。
同様に，GCWタイプや PCCWタイプの ECP以外の表面材料についても，入
射角度 θi = 30°と 60°について設計計算を行い，桟形フェライト電波吸収体の構
造パラメータ bと PCCWタイプの層 IIIのコンクリート層の厚さ dcを表 4.4に示
す値に決定した。

表 4.4: 計算に用いた構造パラメータ

タイプ 表面材料
θi = 30° θi = 60°
b dc b dc

GCW ガラス 27mm —— 42mm ——

PCCW

VFRC 24.5mm 15mm 40mm 0mm

ECP 24mm 15mm 38mm 0mm

御影石 27mm 15mm 38mm 0mm
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図 4.11: PCCWタイプ (ECP)の設計計算結果（θi = 30°）

図 4.12: PCCWタイプ (ECP)の設計計算結果（θi = 60°）
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4.5 電波吸収パネルの反射係数測定手順
建物に取り付ける大きさと同程度の電波吸収パネルを作成し，図 4.13に示す配
置でタイムドメイン法による電波吸収性能評価手法に関するガイドライン [23]に
基づいて, オープンサイトにて入射角度 30°と 60°について反射係数を測定した。
同ガイドラインによる測定方法は，外壁電波吸収パネルの目標性能に対する合否
判定に利用されており，建物に取り付ける前の電波吸収パネルの出荷前検査に一
般的に採用されている。オープンサイトでの測定であるために外来のノイズの影
響等を受けやすく，測定サイトにもよるが，本サイトにおける測定のダイナミッ
クレンジは概ね 20dB程度となる。
評価する周波数帯域 (90MHz～770MHz)において電波吸収パネルから 2λ(λ :波
長）以上離して対数周期アンテナ (Anritsu MP635A）を設置した。電波吸収パネ
ルは奥行きW = 3.5m，長さLは入射角度 θi = 30°，60°でそれぞれ，4.0m，6.5m
とした。VNAの時間窓により直達波を除去するとともに，地面からの反射波も除
去するため，電波吸収パネルは地上 3.0mの高さに設置した。

r(>2λ)

図 4.13: 電波吸収パネル測定外観

電波吸収パネルのTM斜入射の反射係数RTMは，以下の手順によって測定した
（図 4.14参照）。

1⃝ 送受信のアンテナを距離 rc = 3.5m離して対向させ，スルー校正を行う。
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2⃝ 電波吸収パネルの上面を金属板で覆い，反射波の複素振幅を計測しリファレ
ンス値 Tref とする。

3⃝ 金属板を取り除き，電波吸収パネルからの反射波の複素振幅Tpanを計測する。
4⃝ RTM = −Tpan/Tref により反射係数を算出する。

 
 

 

図 4.14: 反射係数の測定手順
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4.6 タイムドメイン法

4.6.1 測定原理

タイムドメイン法による反射波の測定では，時間窓を用いたVNAの演算処理に
よって直達波などの不要波の影響を低減する。測定で使用したVNA（HP 8753ET）
の演算処理は下記の 3ステップにより構成される。

1⃝ 周波数領域の測定データについて，逆チャープ Z変換 [24]により時間領域に
変換する。

2⃝ 必要波となる電波吸収パネルからの反射波に対して時間窓を適用する。
3⃝ 時間窓の処理結果に対してチャープ Z変換 [25]を行い，時間領域から周波数
領域に変換する。

1⃝では，式 (4.2)に示す逆チャープZ変換により，周波数領域の測定データX(f)

を時間領域のデータ x(t)に変換する。

x (t1 + n∆t) =
1

Nf

Nf−1∑
k=0

X(k) exp {j2π(f1 + k∆f)(t1 + n∆t)}

, n = 0, 1, ...., Nt − 1 (4.2)

ここで，f1，Nf は，それぞれ周波数領域の測定データX(f)の開始周波数，測定
ポイント数，∆fは周波数ポイントの間隔である。また，t1，Ntは，時間領域での
測定データ x(t)の開始時間，時間ポイント数，∆tは時間ポイントの間隔である。

2⃝では， 1⃝で得られた時間領域での測定データ x(t)に対して，開始時間G1，終
了時間G2の時間窓を適用する。時間窓は，式 (4.3)のカイザー窓W (t)[26]を適用
したインパルス応答と，開始時間G1かつ終了時間G2の方形窓関数を畳み込演算
することで得られる。

W (t) =
1

I0(β)

sinh
√

β2 − {π∆ft(Nf − 1)}2√
β2 − {π∆ft(Nf − 1)}2

(4.3)

ここでβはカイザー窓のパラメータであり，使用したVNAのNormal窓ではβ = 6

である。また I0(β)は，(4.4)で表される。

I0(β) =
∞∑
k=0

(
β

2

)2k

(k!)2
(4.4)
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3⃝では， 2⃝で時間窓を畳み込んだ時間領域のデータ x′(t)に対して式 (4.5)に示
すチャープ Z変換を行い，演算処理後の周波数領域のデータ Y (f)を得る。

Y (f ′
1 +m∆f ′) =

Nt−1∑
n=0

x′(n) exp {−j2π(f ′
1 +m∆f ′)(t1 + n∆t)}

,m = 0, 1, ...., N ′
f − 1 (4.5)

ここで，f ′
1，N ′

f は，それぞれ演算処理後の周波数領域のデータ Y (f ′)の開始周波
数，測定ポイント数，∆f ′は周波数ポイントの間隔である。

4.6.2 ネットワークアナライザによる時間窓の演算処理結果

入射角度 30と 60°の金属板反射波の測定値について，4.6.1節の 1⃝から 3⃝に示
したVNAの演算処理結果を示す。入射角度 30と 60°について，VNAの演算処理
前の周波数領域の測定結果を，それぞれ図 4.15と図 4.16示す。直達波などの電波
吸収パネルからの反射波以外の不要波の影響により，周波数特性が乱れている。
同様に入射角度 30と 60°について， 1⃝の手順により時間領域に変換した結果
を，図 4.17と図 4.18に示す。横軸の時間は，電波の光路長 rmからアンテナのス
ルー校正時のアンテナ間距離 rcを減じた電気長 rm− rc分の伝搬時間である。入射
角度 30°では 49.6ns，60°では 67.0nsのピークが金属板からの反射波に相当する。
金属板からの反射波については，測定時に電波吸収パネルの上の金属板を一時的
に取り除いて波形の変化を調べることで確認した。入射角度 30°における 20ns，
60°における 54ns付近の極大値はアンテナからの直達波であり，その他多数の不
要波が存在している。
図 4.17と図 4.18の結果について， 2⃝の手順により，金属板からの反射波が最大
となる時間を時間窓の中央となるように時間窓を適用した結果を，それぞれ図 4.19

と図4.20に示す。ここで入射角度30と60°について，窓関数のゲート幅（G2−G1）
をそれぞれ，6nsと 4nsとした。両入射角度ともに不要波の影響がほぼ除去されて
いるが，波形がピーク時間を中心とした対称形となっておらず，わずかにピーク
後の波形が膨れ上がった形状となっている。原因としては，金属板からの正規反
射に対してわずかに光路が長いエッジ散乱波の影響などが想定される。エッジ散
乱波の影響については，次章以降にて詳説する。
図 4.19と図 4.20の結果について， 2⃝の手順により周波数領域に変換した結果を，
それぞれ図 4.21と図 4.22に示す。図 4.15や図 4.16と比較すると，不要波による
波形の乱れが軽減されている。金属板からの反射波にもかかわらず，周波数特性
を有している。すなわち，入射角度 30と 60°でそれぞれ，最大 10.1dBと 6.3dB

変動している。原因としては，既述のエッジ散乱波の影響が想定される。
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図 4.15: 演算処理前の周波数領域の測定結果（θi = 30°）

図 4.16: 演算処理前の周波数領域の測定結果（θi = 60°）
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図 4.17: 時間領域の測定結果（θi = 30°）

図 4.18: 時間領域の測定結果（θi = 60°）
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図 4.19: 時間窓適用後の時間領域の測定結果（θi = 30°）

図 4.20: 時間窓適用後の時間領域の測定結果（θi = 60°）
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図 4.21: 時間窓適用後の周波数領域の測定結果（θi = 30°）

図 4.22: 時間窓適用後の周波数領域の測定結果（θi = 60°）
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4.7 測定結果と考察
本節では，電波吸収パネルを建物に実装する際の制約条件等が電波吸収特性に
与える影響について，測定結果に基づいて検討する。

4.7.1 PCCWタイプの表面材料による影響

PCCWタイプの電波吸収パネルでは，建物の意匠上の仕様により，様々な表面
材料に対応する必要がある。
入射角度 θi = 30°と 60°について，表面材料がVFRC(Wc = 7.0%)，ECP(Wc =

5.0%)と御影石の場合の反射係数の測定結果を，それぞれ図 4.23と図 4.24に示す。
電波吸収パネルの各パラメータは，表 4.4に示した通りである。
測定した全入射角度，表面材料について目標性能を満足するという結果が得られ
た。それぞれの表面材料について入射角度 θi = 30°と 60°を比較すると，θi = 60

°の方が広帯域な電波吸収特性となっている。入射角度が大きいほど，桟形フェラ
イト電波吸収体の配列周期 bも大きな値となる傾向があるため，軽量化，低コス
ト化の面でも有利であることが測定結果からも確認された。入射波の入射角度が
大きくなるように建物の外壁面の角度を設計することにより，受信障害の対策費
用が軽減可能である。
図4.23と図4.24において，表面材料がECPとVFRCの場合を比較すると，ECP
の方が入射角度 θi = 30°，60°ともに広帯域な電波吸収特性が得やすい傾向があ
る。ECPはVFRCと比較して厚さが薄くかつ含水率が低いため，表層での電波の
反射が小さい。PCCWタイプで素地仕上げの場合，ECPのように厚さが薄くで
き，かつ含水率が低く管理できる表面材料を選定すべきであることが測定結果か
らも確認された。
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図 4.23: PCCWタイプの表面材料の影響（θi = 30°）

図 4.24: PCCWタイプの表面材料の影響（θi = 60°）

62



4.7. 測定結果と考察

4.7.2 PCCWタイプの表面材含水率の影響

PCCWタイプの電波吸収パネルにおいて，セメント系の表面材料の含水率は電
波吸収特性に大きな影響を与える。PCCWタイプの電波吸収パネルを実装する際，
含水率を精度良くコントロールすることは極めて困難である。ここでは，目標性
能に対するマージンが少ない表面材料がVFRC，入射角度 θi = 30°について，含
水率が設計計算時の 7.0%から降雨などで吸水した含水率を想定した 8.1%に変化
した場合について，反射係数を測定する。
VFRCの含水率が 7.0%と 8.1%の場合の反射係数の測定結果を図 4.25 に示す。
測定時の含水率Wc を同図中に示している。電波吸収パネルの各パラメータは，表
4.4に示した通りである。
VFRCの含水率が 7.0%から 8.1%に上昇すると反射係数が最小となる周波数が

35MHz程度低周波側にシフトし，全体的に 1.5dBから 4dB程度反射係数が上昇
している。双方の測定結果は所定の目標性能を満足しているが，含水率 8.1%では
目標性能に対するマージンがほとんどない。今回実験を行った電波吸収パネル構
造では，含水率を 8％程度以下に管理する必要がある。また建物に実装する際は，
撥水剤の塗布などにより，降雨などによる吸水を防止する必要がある。

図 4.25: PCCWタイプのVFRCの含水率の影響
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4.7.3 PCCWタイプのフェライト間ギャップの影響

PCCWタイプで表面材料が ECPの電波吸収パネルでは，製作の都合上，桟形
フェライトの桟方向のフェライト間にギャップが生じる。ここでは，桟方向のフェ
ライト間のギャップの影響を検討する。図 4.26は測定を行ったフェライトのギャッ
プ位置を示している。同図は，図 4.2における層 IVと層Vの間から層 IV方向を
見込んだ図である。

図 4.26: 検討するギャップ位置

目標性能に対してマージンが少ない入射角度 θi = 30°について，幅8mmのギャッ
プ 1とギャップ 2の 2列ギャップを入れた場合，ギャップ 1の１列だけギャップを入
れた場合，ギャップなし場合の 3種類について測定を行った。電波吸収パネルの各
パラメータは，表 4.4に示した通りである。測定時のECPの含水率Wc = 5.7%で
あった。
図 4.27に測定結果を示す。同図から，ギャップ数が増加すると 150MHzから

200MHz付近の反射係数の最小値が低下し，低帯域側にシフトしている。また
500MHz付近の極小値は高周波数側にシフトしている。600MHz程度以上の周波
数では，ほとんど測定結果に影響を与えていない。これは，周波数が高くなると
フェライトの複素比透磁率が実部，虚部ともに小さくなり，ギャップの影響が小さ
くなるためと考えられる。同図から， 地上デジタル放送の周波数帯域では，フェ
ライト間のギャップによる反射係数の上昇は最大 3dB程度であり，実用上問題と
なるような反射係数の上昇を引き起こさないことが分かる。
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図 4.27: PCCWタイプのフェライト間ギャップの影響
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4.7.4 PCCWタイプの表面材料固定方法の影響

PCCWタイプの電波吸収パネルでは，表面材料が通常の建築材料と比較して薄
いため，アンカーボルト等による固定が難しい。そこで，入射角度 θi = 30°と
60°について，それぞれ図 4.28と図 4.29に示すように表面材料の平板と一体化し
た裏足を形成し，層 IIIのコンクリート層に固定する。ただし表面材料が御影石の
場合は，裏足がコンクリート層と一体化，すなわち裏足がコンクリート製となり，
御影石と裏足を機械的に接合する。また入射角度 60°用の電波吸収パネルについ
ては，裏足によって亜鉛メッキ鋼板にスリットが生じるため，隣り合う亜鉛メッ
キ鋼板同士を金属ワイヤで同図の奥行方向に 50mmピッチで接合している。裏足
は，表面材料のユニット幅Wuに対して 2列あり，幅は 15mmである。

図 4.28: PCCWタイプの表面材料の固定方法（θi = 30°）

θ

図 4.29: PCCWタイプの表面材料の固定方法（θi = 60°）

裏足による反射係数への影響を調べるため，表面材料が ECPの場合について
図 4.30に示す電波吸収パネルの測定を行った。ユニット幅 320mmごとに，2列の
ECPの裏足を模した幅 15mm，厚さ 17mmのECP製の直方体の棒（以下ECP棒
とする）を挿入している。入射角度については，地上波デジタル放送の周波数帯
域で入射角度 θi = 60°と比較して反射係数が大きい θi = 30°とした。電波吸収
パネルの各パラメータは，表 4.4に示した通りである。
測定結果を図 4.31に示す。比較のため，ECP棒がない場合の測定結果も示して
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図 4.30: PCCWタイプの裏足の影響把握のための試験体

いる。測定時の ECPの含水率Wcは 5.0%であった。
ECP棒の設置により，200MHz程度の周波数で最大 7dB程度反射係数が上昇し
ているが，400MHz以上の周波数帯域では両者の差異は最大 1.0dB程度である。こ
れは，整合周波数付近の 200MHz以外の周波数帯域では，ECP棒の設置による電
波吸収パネルの入力インピーダンスの変化が反射係数に与える影響が小さいため
と考えられる。地上デジタル放送の周波数帯域では，ECP棒の設置は反射係数の
測定結果にほとんど影響しないことが分かる。

図 4.31: PCCWタイプの裏足の影響
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4.7.5 GCWタイプ空気層の影響

GCWタイプの電波吸収パネルでは，建築的納まりの都合上，設置箇所によっ
ては層Vの空気層の厚さ da が十分に確保できないケースが想定される。本来は
daの値によって桟形フェライト電波吸収体の配列周期 bの設計計算結果は異なる
が，daによって bを変更すると製造過程での管理が煩雑となる。bを一定とし，da
が設計計算時の 100mmに対して 50mmから 100mmの範囲で 10mm刻みに変化さ
せた場合について，反射係数を測定した。
入射角度 θi = 30°と 60°について，daの変化に対する反射係数の測定結果を
それぞれ，図 4.32と図 4.33に示す。電波吸収パネルの各パラメータは，表 4.4に
示した通りである。桟型フェライトの設計計算を行った da = 100mmでは，入射
角度 θi = 30°と 60°ともに目標性能を満足している。入射角度 θi = 30°の場合，
130MHz付近の反射係数の最小値は daによって約−27dBから−48dBの範囲で変
化している。また，daが 80mm以下の場合，約 300MHzから 600MHzの帯域の反
射係数が上昇し，目標性能を満足できない。入射角度 θi = 30°については，daを
90mm確保しないと所定の目標性能を満足できない。入射角度 θi = 60°では，測
定した da の範囲では目標性能を満足するという結果が得られた。
地上デジタル放送の周波数帯域については，測定した daの範囲では設計計算時
の 100mmに対する反射係数の上昇は最大 5dB程度である。反射係数の目標性能
に対して 5dB程度マージンがある場合，daを設計時の半分程度の値としても目標
性能を満足できると予想される。
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図 4.32: GCWタイプの空気層の厚さの影響（θi = 30°）

図 4.33: GCWタイプの空気層の厚さの影響（θi = 60°）
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4.7.6 計算値と測定値の比較

入射角度 θi = 30°, 60°について，反射係数の測定値と伝送線路モデルを用いた計
算値の比較を図 4.34に示す。電波吸収パネルの構造パラメータ bとdcは，θi = 30°
の設計では (b, dc) = (34mm, 15mm)，θi = 60°の設計では (b, dc) = (48mm, 0mm)

とし，その他は図 4.1と図 4.2に示す値とした。
図 4.34より，入射角度 θi = 30°，60°ともに測定値と計算値に差異が生じてい
る。今回行った建物外壁用電波吸収パネルの反射係数の測定では，ダイナミック
レンジが約 20dB程度であり，特に反射係数が−20dB以下の反射係数では測定値
と計算値の差異が大きいと考えられる。また，伝送線路モデルを用いた計算値は
平面波入射を仮定しているのに対して，実際の測定では球面波の入射となる。測
定時の入射波については，アンテナ―正規反射点間の距離が波長以上となってい
るためリアクティブな界はなく，局所的には平面波が到来しているものとみなす
ことができるため，影響はほぼないものと考えられる。その他の要因として，電
波吸収パネルのエッジ散乱波の影響が想定される。次章以降では，エッジ散乱波
が反射係数の測定値に与える影響について検討する。

図 4.34: 計算値と測定値の比較
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4.8. まとめ

4.8 まとめ
本章では，桟形フェライト電波吸収体を内蔵した電波吸収パネルの実製作上の
様々なパラメータが電波吸収性能に与える影響について，実験的に検討した。
まず，建築的制約条件を考慮して電波吸収パネルを設計した。次に建物に取り
付ける大きさと同程度の電波吸収パネルを製作し，VNAのタイムドメイン機能を
利用して反射係数を測定した。さらに建物に実装する際の様々な制約条件等を考
慮し，電波吸収パネルの反射特性に与える影響を実験的に評価した。
以下に，本章の検討にて得られた結果や知見を示す。

• PCCWタイプの測定結果において，表面材料がVFRC，ECP，御影石の場
合，入射角度 θi = 30°，60°共に目標性能を満足した。

• PCCWタイプで素地仕上げの表面材料については，ECPのように厚さを薄
くでき，かつ含水率の小さな材料を選定すべきであることが測定結果からも
確認された。

• PCCWタイプの測定結果において，表面材料の含水率が上昇すると電波吸
収特性が低帯域側にシフトするため，地上デジタル放送の周波数帯域では反
射係数が上昇した。そのため，撥水剤の塗布のような含水率の上昇を防止す
る対策が必要となる。

• PCCWタイプの測定結果において，桟形フェライト電波吸収体の桟方向の
8mmのギャップが 2列，もしくはユニット幅 320mmに対して 2列の裏足が
生じても地上デジタル放送の周波数帯域では大きな反射係数の上昇は生じな
かった。

• GCWタイプの測定結果において，入射角度 θi = 30°，60°共に目標性能
を満足した。また本論文で検討した部材の構成では，目標性能に対して 5dB

程度のマージンがある場合は，空気層の厚さ daを半分程度としても目標性
能を満足できることが実験的に示された。

以上は電波吸収パネル単体の測定結果に関する知見であるが，建物への取り付
けに際しては注意が必要となる。GCWタイプやPCCWタイプの層 IIより入射面
側に取り付け治具を用いた場合，反射が生じる。特にGCWタイプにおいて，入
射偏波の電界と直交しない水平方向の金属製部材を用いると大きな反射波が発生
する。水平方向の部材については，金属以外の材質の部材とするか，もしくは金
属製部材の使用が避けられない場合は別途電波吸収体の設置が必要になる可能性
がある。
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本章では，地上波デジタル放送の受信障害対策考慮してに検討した。本章で得
られた知見は，今後都市部において VHF帯を利用するデジタル方式の放送シス
テムのガードインターバル長を超える遅延波による受信障害に対しても応用でき
る可能性がある。
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第5章 物理光学近似(PO)による
エッジ散乱波影響の
定量的評価

5.1 はじめに
第 4章で示した電波吸収パネルの反射係数の測定結果において，測定値と 1次元
の伝送線路モデルを用いた計算値に差異が生じていた。反射係数の測定では，送信
アンテナにより電波吸収パネルのような被測定パネル（以下，PUT;Panel Under

Testとする）に電波を照射し，正規反射の方向で受信アンテナにより受信される
電圧について，ベクトルネットワークアナライザ（Vector Network Analyzer，以
下，VNAとする）により測定する。測定では，まず電波吸収パネルの上面を金
属板で覆い，反射波の複素振幅をリファレンス値 Tref として計測する。次に金属
板を取り除き，PUTからの反射波の複素振幅 Tpan を計測する。反射係数 Rは，
R = −Tpan/Tref により求める。
反射係数の測定では，VNAのタイムドメイン機能が一般に利用される。第 4章
で述べたように，タイムドメイン法による測定では，図 5.1における送受信アン
テナ間の直達波や地面からの反射波などの不要波の影響について，時間窓を適用
することで軽減する。しかし不要波の 1つであるPUTもしくは金属板のエッジ散
乱波EPUT

d もしくはEPEC
d は，正規反射波EPUT

s ，EPEC
s との光路差が小さく，時間窓

による除去が難しい。
一方，1次元の伝送線路モデルを用いた計算値は，金属板やPUTが無限の大き
さを有するものと仮定しており，エッジ部分からの散乱波の影響を考慮していな
い。そのため，計算値と測定値の差異の要因の１つとして，エッジ部分からの散
乱波の影響が考えられる。
第 5章から第 7章では，電波吸収パネルの反射係数測定値に影響を与える電波
吸収パネルや金属板の反射波測定値に含まれるエッジ散乱波の影響を検討する。
まず第 5章では，電波吸収パネルの反射係数に対するエッジ散乱波の影響につ
いて，物理光学近似（Physical Optics，以下，POとする）[10]を用いて検討する。
POによる反射波の計算値には，エッジ散乱波を含む反射波，すなわち正規反射
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図 5.1: 反射係数測定時の反射波と散乱波

波とエッジ散乱波の双方が含まれており，エッジ散乱波の影響が検討可能である。
ただし，POではエッジ部分での電磁流の摂動を考慮せず，エッジ散乱波の算出結
果には誤差を含むため，POによりエッジ散乱波の基本的な特性を検討する。
本章では，まず POによる反射係数の算出方法について述べ，さらに POによ
る反射波の計算値に含まれる正規反射波とエッジ散乱波を分離し，正規反射波に
対するエッジ散乱波の割合を定量的に求める。また，周波数に対するエッジ散乱
波の複素振幅の特性について検討する。
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5.2 計算方法

5.2.1 等価波源

まずPUTを面電流と面磁流の等価波源で置き換える。図 5.2に示すように，無
限平面の反射面 S上の点P に，局所的に平面波とみなせる入射波Ei，H iが入射
するものとする。Sが電気的完全導体 (以下，PECとする）もしくは磁気的完全
導体（以下，PMCとする）の場合，入射波に対する S面上の等価面電流 J PECも
しくはJ PMC，等価面磁流M PECもしくはM PMCは，式 (5.1)，(5.2)で表される。た
だしnは点 P における S面の法線ベクトルである。

PEC : J PEC = 2n×H i, M PEC = 0 (5.1)

PMC : J PMC = 0, M PMC = −2n×Ei (5.2)

図 5.2: 入射波による等価電流源と等価磁流源

電波吸収パネルのような PUTは完全遮蔽体とみなせるため，その等価面電流
J PUT(以下，PO電流とする)と等価面磁流M PUT(以下，PO磁流とする)は，式 (5.1)

と式 (5.2)の線形補間により表される。入射波をTE斜入射成分ETE

i (電界)，HTE

i (磁
界)とTM斜入射成分ETM

i (電界)，HTM

i (磁界)に分解すると式 (5.3)，(5.4)で表せる。

J PUT = (1− ΓTE)n×HTE

i + (1−ΓTM)n×HTM

i (5.3)

M PUT = −(1+ΓTE)n×ETE

i − (1+ΓTM)n×ETM

i (5.4)

ここで，ΓTE，ΓTMはそれぞれ，TE，TM斜入射時の電界反射係数であり，3.3.1節
の方法で求める。
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5.2.2 反射係数の算出

前節で求めた PO電流 J PUT，PO磁流M PUT用いて，電磁界の相反性を考慮す
ることでエッジ散乱の影響を含む PUTの反射係数を求める。図 5.3に示すよう
に，J PUTとM PUTにより受信アンテナの負荷の両端に生じる受信電圧を erとする。
J PUT，M PUTにより，受信アンテナの受信端 A,B間に結果として発生する電磁界
をE1，H1とする。erは，E1を積分経路L上をAからBまで線積分することに
より得られる（式 (5.5)）。

er =

∫ B

A

E1 · dl (5.5)

図 5.3: PO電流，PO磁流による受信アンテナの端子電圧

次に，Ei = H i = 0，すなわち J PUT = M PUT = 0とし，L上にBからAに向か
う線電流 I を与える。送信アンテナ受信端の等価回路は，図 5.4に示すように等
価変換できる。この時に受信アンテナから送信された電磁界をE2，H2とする。
電磁界の相反性により，式 (5.6)に示す無限空間 V における積分式が成り立つ。

∫
V

(E2 · J PUT −H2 ·M PUT −E1 ·I +H1 · 0)dv = 0 (5.6)

ここで被積分関数の第 4項は，受信アンテナへ給電磁流は与えないため 0である。
無限空間 V 内に PUTと受信アンテナのみが存在するものと仮定すると，受信電
圧 erは，式 (5.7)で与えられる。

er = −1

I

∫
S

(E2 · J PUT −H2 ·M PUT)ds (5.7)

76



5.2. 計算方法

図 5.4: 線電流の等価変換

PUTの場合と金属板の場合の erをそれぞれ，er·PUTと er·PECとすると，PUTの
反射係数Rは式 (5.8)で求めることが出来る。

R = −er·PUT
er·PEC

= −
∫
S
(E2 · J PUT −H2 ·M PUT)ds∫

S
E2 · J PECds

(5.8)

ただし，J PECは式 (5.1)，J PUTとM PUTはそれぞれ，式 (5.3)と (5.4)により求める。
ここで，式 (5.8)は金属板からの散乱波（分母）とPUTからの散乱波（分子）の
比率に相当する。負号はPUTがPECのときR = −1となるために入っている。
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5.3 PO計算値におけるエッジ散乱波

5.3.1 計算モデル

PO 計算値を用いて，金属板とPUTそれぞれについて正規反射に対するエッジ
散乱波の割合P PO

PECとP PO
PUTを求める。一般性を保つため，対象とする周波数帯域の

最低周波数 fLにおける波長 λLで全ての長さを正規化する。ただし，周波数帯域
は fL～10fLとし，周波数間隔は fL/2とする。
図 5.5に示すように，z軸方向にL，x軸方向にW の長さの金属板に対して，正
規反射点から 3λL離れた点Pの送信アンテナからの入射波が入射角度 θiで入射し，
点Qの受信アンテナで受信するものとする。ここで，送受信のアンテナは金属板
からHの高さに距離D離して設置する。送受信のアンテナは微小ダイポールアン
テナ，入射角度 θiは 0，30，60°の 3通りとし，TE・TM斜入射の双方を検討す
る。また金属板の辺の比率 L/W は，0.5，1と 2の 3種類について検討する。ま
た，x軸と z軸方向の辺の中点の１つをそれぞれ，RとR′とする。

図 5.5: POによる検討モデル
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5.3.2 計算結果

POによって求めた金属板やPUTからの散乱波は，正規反射点の反射波や位相
停留点となるエッジ部分からの散乱波の和で主に決定される。PUTや金属板が十
分大きい場合，エッジ部分からの散乱波の影響は小さくなり，正規反射波の影響
が支配的になる。
十分な大きさを有するPUTや金属板についてPOにより散乱波を求め，元の大
きさの散乱波との比をとることにより，正規反射波に対するエッジ成分の複素振
幅比P PO

PUT，P PO
PECを求める。具体的には，金属板やPUTの面Sを大きくした場合の

VNAの受信電圧 eS → ∞
r·PECと eS → ∞

r·PUTを求める。これらの値と元の大きさの er·PECと er·PUT
比をとることにより正規反射波に対するエッジ成分の複素振幅比を求める。
金属板と PUTの特性はほぼ同様の傾向となるため，ここでは金属板の場合の
結果を示す。図 5.6に金属板の大きさに対する式 (5.8)の分母の積分値の振幅の変
化を示す。ここで，金属板の辺の長さの比率L/W = 1とし，入射角度 θi = 0°の
TE斜入射とした。縦軸の積分値については，すべての周波数・散乱体の大きさに
対する積分値の最大値で正規化した値であり，周波数 fL，5fLと 10fLについて示
している。また散乱体を大きくした場合の積分値の収束値をεアルゴリズムによ
り求め，図中の右端に示している。

図 5.6: 散乱体の大きさによる積分値（分母）の変化
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同図から，散乱体の大きさが変化すると正規反射波とエッジ散乱波の干渉によっ
て積分値は変動しているが，散乱体が大きくなると次第にその値が収束している。
L/W = 1の場合と L/W = 2の場合について，P PO

PECの計算結果をそれぞれ，図
5.7と図 5.8に示す。θi = 0，30°かつL/W = 1と θi = 60°かつL/W = 2，では，
エッジ散乱波の比率の振幅が原点を中心に周波数が高くなるにつれてなめらかに
小さくなっている。これに対して L/W = 1，θi = 60°と L/W = 2，θi =60°で
は，振幅に乱れが生じている。これは，金属板の長辺と短辺からのエッジ部分か
らの散乱波の光路長に差異が生じたためである。
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図 5.7: PO計算結果におけるエッジ散乱波の比率 PPO
PEC（L/W = 1)

図 5.8: PO計算結果におけるエッジ散乱波の比率 PPO
PEC（L/W = 2）
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5.4 エッジ散乱波振幅∝ 1/
√
fとなる条件

PUTが長方形形状の場合，主な位相停留点となる互いに平行な 2対の辺の中央
部からのエッジ散乱波の影響が反射係数の測定値に影響を与える。直線状のエッ
ジからのエッジ散乱波は円筒波状に伝搬する。そのエッジ散乱波は

√
f に反比例

した振幅をとる。しかし，エッジ散乱波同士が異なる光路長を持つ場合，位相干
渉が生じ，エッジ散乱波の合計は

√
f に反比例しない。本節では，金属板のよう

に複素反射係数が周波数特性を有さない場合について，図 5.5の計算モデルを用
いてエッジ散乱波の振幅が周波数

√
f に反比例する条件を検討する。

主要なエッジ散乱波は横方向と奥行方向の辺の中点で生じ，これらの点をそれ
ぞれRとR′とする。式 (5.9)の条件を満たした場合，双方のエッジ散乱波の光路
長が一致し，エッジ散乱波の振幅が周波数

√
f に反比例すると仮定できる。

PR +RQ = PR′ +R′Q (5.9)

図 5.5中の L，W，DをHで正規化し，L/H = l，W/H = w，D/H = dとお
くと，エッジ散乱波の光路長が一致する条件は，以下の式 (5.10)となる。

w =

√√√√√2

√
1 +

d2 + l2

2
+

1

4

(
d2 − l2

2

)2

− 1

− d2 − l2

2
(5.10)

ここで，
d = 2 tan θi (5.11)

である。L/Hの変化に対して双方の光路長が一致するL/W を図 5.9に示す。同図
から，W とHが同程度より小さい場合，L/W はほぼ 1/ cos θi，すなわち，送受信
アンテナから金属板もしくはPUTを見込んだ場合に正方形となる場合に双方の光
路長が一致する。具体的には，入射角度 θi = 30°のとき L/W ≒ 2/

√
3，θi = 60

°のとき L/W ≒ 2が条件を満たす。
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図 5.9: 光路長の一致条件

次に，POによる計算により，
√
f に反比例する条件について，条件成立の程度

を評価した。長辺，短辺双方の光路長が一致した場合，エッジ散乱波の振幅が周
波数

√
f に反比例すると仮定できる。反比例の条件からのずれの指標として，式

(5.12)を定義する。

Err =

√
1

n− 3

n∑
i=1

(ρi − ⟨ρi⟩)2

⟨ρi⟩
(5.12)

ただし，⟨ρi⟩は ρiの iについての平均を表し，

ρi =
√
fi

√
x2
i + y2i , i = 1, · · ·, n (5.13)

ここで，n，fi，xiと yiはそれぞれ，POで計算した周波数ポイント数，i番目の
周波数，エッジ散乱波複素振幅計算値の実部と虚部である。Errはエッジ散乱波
の振幅が

√
f に完全に反比例するとき 0となる。
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金属板の長辺の長さ（λLで正規化）の変化に対する Errの算出結果を図 5.10

に示す。ただし，送受信アンテナと正規反射点の距離 r = 3λ，金属板の縦横比
L/W = 1，入射角度 θi = 0°とし，入射波の電界方向が図 5.5の x軸方向と平行
となるように微小ダイポールアンテナを設定した。
同図より，L/W = 0.5やL/W = 2と比較して，L/W = 1では金属板が大きく
なるにつれてErrの値が速やかに 0.1程度以下の値に収束している。正方形の金
属板の場合は 4辺のエッジの光路長が等しく，エッジ相互の干渉が起こらないた
めである。入射角度 θi = 0で金属板を正方形とした場合，辺の長さを 1.5λ程度以
上とすることで，Errの値が 0.1程度以下に収束している。

図 5.10: 試験体サイズによるErrの変化（θi = 0°）
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図 5.10について，長辺の長さを 1.6λとした場合の複素平面上の正規反射波に対
するエッジ散乱波の比率 P PO

PECを図 5.11に示す。入射角度 θi = 0°では，散乱体が
正方形，すなわち L/W = 1の場合は，周波数が高くなるとなめらかに振幅が小
さくなるが，長方形形状となる L/W = 0.5，2の場合は乱れが生じている。

図 5.11: 正規反射波に対するエッジ散乱波の比率（θi = 0°）

同様に θi = 60°についてのErrの算出結果を図 5.12に示す。ただし，rとL/W

は θi = 0°と同様とし，TEとTM斜入射時の計算結果である。TE・TM射入射
双方ともに，L/W = 2では長辺が 2.5λ程度以下でErrが低くなっている。これ
は，式 (5.10)の条件により，L < 1.5λの範囲では 4辺からの光路長がほぼ一致し
ためである。TM斜入射，L/W = 2では，さらにLが長くなるとErrの値が低下
している。これは長辺の方向が入射波による PO電流の主成分と平行となり，長
辺方向のエッジの影響が支配的になるためである。入射角度 θi = 60°のTM斜入
射，L/W = 2の場合，長辺が 6λ程度以上であればErrは 0.1の値にほぼ収束し
ている。
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図 5.12: 試験体サイズによるErrの変化（θi = 60°）
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5.5. まとめ

5.5 まとめ
第 5章では，反射係数の測定値に含まれるエッジ散乱波の影響を検討するため，
エッジ散乱波の基本的な特性について述べた。まず POによる電波吸収パネルの
反射係数の計算方法について述べた。また POによる反射波の計算結果に含まれ
るエッジ散乱波の割合を定量化し，エッジ散乱波の周波数の変化に対する振幅の
特性について検討した結果を述べた。
以下に，本章の検討にて得られた結果や知見を示す。

• POの計算において電磁界の相反性を考慮することで，金属板と電波吸収パ
ネルの反射波測定時のVNAの受信電圧の比率，すなわち測定時の反射係数
に相当する値を求める計算方法を示した。本計算方法では，金属板からの散
乱波と PUTからの散乱波の比率に相当する値も算出可能である。

• 本計算方法により金属板からの反射波を計算し，金属板に含まれる正規反射
波に対するエッジ散乱波の割合を求めた。具体的には，長方形形状の縦横の
双方の辺からのエッジ散乱波について，双方の光路長が等しい場合はスパイ
ラル形状となるのに対して，双方の光路長が異なる場合はスパイラルの形状
が乱れることを示した。

• 金属板からの散乱波に含まれるエッジ散乱波の特性について検討した。ま
た，金属板の縦横双方の辺からのエッジ散乱波の光路長が一致する条件を示
した。

• 長方形形状の各辺からのエッジ散乱波が円筒波状に伝搬するため，エッジ散
乱波が

√
fに反比例した振幅となることを考慮して，同条件からのずれを示

す評価値 Errを定義して検討した。縦横双方の辺からのエッジ散乱波の光
路長が一致する場合や縦横一方の辺からのエッジ散乱波が支配的な場合は
Errの値が小さく，エッジ散乱波が

√
f にほぼ反比例することを示した。

本章の計算方法や知見に基づき，次章では金属板からの反射波におけるエッジ
散乱波の補正について述べる。
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第6章 金属板反射波に含まれる
エッジ散乱波分離

6.1 はじめに
電波吸収パネルの反射係数RTMは，リファレンス値となる金属板からの反射波
の複素振幅 Tref と電波吸収パネルからの反射波 Tpanを計測し，式 (6.1)により求
める。

RTM = −Tpan

Tref

(6.1)

そのため，金属板からの反射波の測定値 Tref は，電波吸収パネルの反射係数の測
定値RTMに影響を与える。
第 6章では，反射係数測定時のリファレンス値となる，金属板からの反射波に
含まれるエッジ散乱波の分離について検討する。第 5章の検討で得られたエッジ
散乱波振幅∝ 1/

√
f（fは周波数）の関係により，金属板からの反射波に含まれる

正規反射波とエッジ散乱波を分離する。分離したエッジ散乱波を反射波から除去
することにより，金属板からの反射波におけるエッジ散乱波の影響を補正する。
まずエッジ散乱波の分離方法について述べる。次に POによる金属板からの反
射波の計算値に本分離方法を適用し，有用性を確認する。さらに金属板からの反
射波の測定値に適用し，エッジ散乱波の分離による効果を定量的に評価する。

6.2 エッジ散乱波の分離方法
ベクトルネットワークアナライザ（Vector Network Analyzer，以下，VNAと
する）による金属板からの反射波測定値が，正規反射波と磁界と直交するエッジ
からの散乱波のみによるものと仮定する。反射係数測定時のアンテナ先端と電波
吸収パネルの正規反射点との距離を r，VNAのスルー校正時のアンテナ先端間距
離を rcとすると，正規反射波の位相は電気長 2r − rc分だけ回転する。
測定値に exp {jk(2r − rc)}(k :波数 )を乗じる電気長補正により正規反射波の位
相回転をキャンセルし，エッジ散乱波を求める。しかし実際の測定時の 2r− rcは，
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アンテナ設置位置による誤差を含んでいるため，エッジ散乱波を正確に求めるこ
とが難しい。
金属板からの正規反射波の振幅は周波数によらず一定，かつエッジ散乱波の振
幅は

√
fに反比例するものと仮定し，式 (6.2)の関数 fの値を最小とする最適化に

よって 2r − rcを推定した（図 6.1参照）[27]。

f(2r − rc, xc, yc) =

√√√√ 1

n− 3

n∑
i=1

(ρi − ⟨ρi⟩) (6.2)

ただし，⟨ρi⟩は ρiの iについての平均を表し，

ρi =
√
fi
√
(xi − xc)2 + (yi − yc)2, i = 1, · · ·, n (6.3)

ここで，n，fi，xiと yiはそれぞれ，測定した周波数ポイント数，i番目の周波数，
複素振幅測定値の電気長補正後の実部と虚部である。xcと ycは，正規反射を示す
複素平面上のスパイラルの極限座標であり，2r− rcとともに推定する最適化のパ
ラメータとなる。2r − rc, xc, ycの推定結果によりエッジ部分からの散乱波を算出
し，正規反射波に対する複素振幅比 P M

PECを求める。

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

図 6.1: 測定値に含まれる正規反射波とエッジ散乱波
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6.3 PO計算値におけるエッジ散乱波の分離結果
POにより求めた金属板の反射波計算結果を疑似測定データとして，前節の方法
で正規反射波に対するエッジ散乱波の比率 P PO

PECを求めた結果を図 6.2に示す。比
較のため，第 5.3.2節と同様にPO計算にて金属板の大きさを十分大きくして求め
た P PO

PECも同時に示している。疑似測定データの算出には，第 5章の図 5.5におい
て，L = W = 2λ[m]，入射角度 θi = 0°のTE射入射とした PO計算モデルを用
いた。両者はほぼ一致しており，前節のエッジ散乱波の分離手法が有効であるこ
とが確認された。

図 6.2: 疑似測定データ（PO計算値）に対するエッジ散乱波の分離結果（θi = 0

°）
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6.4 測定値におけるエッジ散乱波の分離結果

6.4.1 GTDによるエッジ散乱波の算出

POの計算ではエッジ部分での面電磁流の摂動を考慮しないため，エッジ散乱波
の計算結果には誤差を含む。これに対して，幾何光学的回折理論 [28](Geometrical

Theory of Diffraction，以下，GTDとする)では，エッジ散乱波を高精度に求める
ことが可能である。6.2節の方法によるエッジ散乱波の分離結果と比較するため，
GTDを用いる。ここでは，GTDによるエッジ散乱波の算出方法を述べる。
長方形形状の金属板の場合，各辺の辺の中点が位相停留点となり，特に磁界と
直交する辺の中点が主要なエッジ散乱点となる。図 6.3に示すように，入射平面
波Eiが (θi, ϕi)方向から到来するものとすると，観測点 (r, θd, ϕd)におけるエッジ
散乱波Edの θd方向と ϕd方向成分Ed

θ，Ed
ϕは，以下の式 (6.4)で表される。[

Ed
θ

Ed
ϕ

]
=

[
Ei

θ

−Ei
ϕ

]
· − exp {−j(π/4 + kr)}

2
√
π

{
F−(ξ

i2)

ξi

[
−
+

]
F−(ξ

r2)

ξr

}
(6.4)

ここで，

ξ

 i

r


=

√
2kr · sin θi · cos ϕ

d[±]ϕi

2
(6.5)

F±(ξ) = 2
√
ξ exp

(
±jξ ± j

π

2

)∫ ∞

√
ξ

exp
(
±jχ2

)
dχ (6.6)

ここで，θiと ϕiは，それぞれ入射波と散乱波の波数ベクトルの向きとエッジの
なす角，θdと ϕdは，それぞれ入射波と散乱波の波数ベクトルの向きと x軸方向の
ベクトルのなす角を示している。

図 6.3: GTD計算モデル

92



6.4. 測定値におけるエッジ散乱波の分離結果

6.4.2 モーメント法による入射界算出

GTDの計算に用いる入射波については，モーメント法によるアンテナ解析ソフ
トMMANAによって求めた。モーメント法では，アンテナ上の電流分布を求め，
その電流分布によりアンテナから放射される近傍界と遠方界を算出する。
反射係数の測定に使用した対数周期アンテナAnritsu MP635Aのエレメント長
等の形状を実測し，MMANA内にアンテナのモデルを構築した。図 6.4と図 6.5に
それぞれ，アンテナの形状とMMANAにて構築したアンテナのモデルを示す。
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図 6.4: 対数周期アンテナAnritsu MP635Aの形状
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第 6章 金属板反射波に含まれるエッジ散乱波分離

図 6.5: MMANAに構築した対数周期アンテナの解析モデル

図 6.5の対数周期アンテナの解析モデルにより算出した周波数 f = 80MHzと
400MHzのE面・H面のアンテナパターンをそれぞれ，図 6.6と 6.7に示す。
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6.4. 測定値におけるエッジ散乱波の分離結果

図 6.6: 対数周期アンテナのアンテナパターン (80MHz)

図 6.7: 対数周期アンテナのアンテナパターン (400MHz)
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第 6章 金属板反射波に含まれるエッジ散乱波分離

図 4.13に示した金属板とアンテナの位置関係について，モーメント法のモデル
空間内に再現し（図 6.8参照），S面上の電界と磁界分布の各方向成分を計算した
結果をそれぞれ，図 6.9と 6.10に示す。ここで，図 4.13に示した測定時の金属板
を緑線で示している。

図 6.8: モーメント法解析モデル
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6.4. 測定値におけるエッジ散乱波の分離結果

図 6.9: S面上での電界分布 (100MHz，緑線は測定時の金属板を示す)

図 6.10: S面上での磁界分布 (100MHz，緑線は測定時の金属板を示す)
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第 6章 金属板反射波に含まれるエッジ散乱波分離

6.4.3 検証に用いる金属板反射波の測定値

図 6.11と図 6.12は，第 4章の図 4.13について，それぞれ入射角度 θi = 30°と
60°の場合の複素平面上の金属板の反射波測定値を示している。図 6.11や図 6.12

より，周波数が変化すると，反射波測定値は複素平面上での振幅が緩やかに変動
しながら位相が回転している。全体的な位相回転が正規反射波の位相回転，振幅
の変動がエッジ散乱波を初めとする不要波の影響である。

図 6.11: 金属板からの反射波測定値（θi = 30°）

図 6.12: 金属板からの反射波測定値（θi = 60°）
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6.4. 測定値におけるエッジ散乱波の分離結果

6.4.4 金属板エッジ散乱波の分離結果

6.2節の方法により，入射角度 θi = 30°と 60°の金属板反射波の実測値から分離
されたエッジ散乱波と位相回転をキャンセルした正規反射波をそれぞれ，図 6.13

と図 6.14に示す。分離された正規反射波を⊙ 印，エッジ散乱波は同図に太い矢印
で示している。比較のため，GTDによるエッジ散乱波の算出結果も同時に示して
いる。GTDの周波数間隔は 100MHzとし，丸印で示している。両者を比較するた
め，測定値からのエッジ散乱波の分離結果についてはGTDと同じ周波数を三角
印で示している。電波吸収パネルの辺の長さ比 L/W がおおよそ 2程度であるた
め，5章の図 5.12の結果から L > 6λ(λ :入射波の波長 )を満たす測定データを推
定に用いた。
同図から，特に入射角度 θi = 60°では両者は良好に一致している。300MHz以
下の周波数では両者に差異が生じているが，これは入射波の波長が金属板の長さ
Lに近づくに従って，高周波近似である GTDの計算精度が低下し，さらにエッ
ジ散乱波の振幅∝ 1/

√
f の仮定が成り立たなくなったためと考えられる。入射角

度 θi = 30°の結果では，入射角度 θi = 60°と比較して金属板の長辺が短いため，
GTDとの差異が大きくなったと考えられる。

6.4.5 金属板反射波の補正結果

金属板の場合のVNA受信値について，図 6.13と図 6.14のエッジ散乱波の影響
を補正した結果をそれぞれ，図 6.15と図 6.16に示す。入射角度 θi = 30°と 60°
について，周波数による変動を，それぞれ 10.1dBから 2.0dBと 6.3dBから 0.3dB

に抑制するという結果が得られた。本手法によりエッジ散乱波がほぼ除去される
ことが確認された。入射角度 θi = 30°の低周波数でVNA受信値が変動している
理由は，長辺の長さが入射波の波長に近づいたためと考えられる。

99



第 6章 金属板反射波に含まれるエッジ散乱波分離

図 6.13: 金属板測定値におけるエッジ散乱波の分離結果（θi = 30°）

図 6.14: 金属板測定値におけるエッジ散乱波の分離結果（θi = 60°）
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6.4. 測定値におけるエッジ散乱波の分離結果

図 6.15: 金属板測定値のエッジ散乱波除去結果（θi = 30°）

図 6.16: 金属板測定値のエッジ散乱波除去結果（θi = 60°）
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第 6章 金属板反射波に含まれるエッジ散乱波分離

6.5 まとめ
第 6章では，金属板からの反射波に含まれるエッジ散乱波の分離と分離したエッ
ジ散乱波による金属板反射波測定値の補正について述べた。
以下に，本章の検討にて得られた結果や知見を示す。

• まずエッジ散乱波の補正に必要となる，金属板からの反射波に含まれるエッ
ジ散乱波の分離方法を述べた。金属板反射波のPO計算結果に本方法を適用
し，第 5章の方法で算出したPO計算値におけるエッジ散乱波とほぼ一致す
ることを確認した。

• 入射角度 θi = 30°と 60°について，金属板からの反射波測定値からエッジ
散乱波を分離し，GTDによるエッジ散乱波の計算結果と比較した。両入射
角度ともに，波長と比較して金属板の長辺が十分長い高周波数領域では，両
者はほぼ一致するという結果が得られた。これにより，金属板からの反射波
に含まれるエッジ散乱波を本手法により推定可能であることを示した。

• 金属板からの反射波に含まれるエッジ散乱波を除去し，周波数によるVNA

受信値の変動幅が抑制されることを定量的に示した。入射角度 θi = 30°と
60°について，周波数による変動を，それぞれ 10.1dBから 2.0dBと 6.3dB

から 0.3dBに抑制されることを示した。本手法により，入射波の波長と比較
して金属板の長辺が十分に長い場合は，エッジ散乱波がほぼ除去されること
を示した。
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第7章 電波吸収パネル反射波に
含まれるエッジ散乱波分離と
反射係数補正

7.1 はじめに
第 6章の冒頭で述べたように，電波吸収パネルの反射係数の測定値RTMは，金属
板からの反射波の計測値 Tref に対する電波吸収パネルからの反射波の計測値 Tpan

の複素比により算出される。そのため，電波吸収パネルからの反射波の測定値Tpan

は，電波吸収パネルの反射係数の測定値RTMに影響を与える。
第 7章では，第 6章の金属板に対して電波吸収パネルからの反射波に含まれる
エッジ散乱波の分離について述べる。さらに本章と第 6章で得られた金属板と電
波吸収パネルの反射波から分離したエッジ散乱波により，電波吸収パネルの反射
係数を補正する。
反射係数に含まれるエッジ散乱波の補正方法として，物理光学近似（Physical

Optics，以下，POとする）の計算値を利用する方法と一般調和解析（Generalized

Harmonic Analysis，以下，GHAとする）による方法の 2通りについて検討する。
POの計算値を利用する方法では，第 6章で求めた金属板のエッジ散乱波とPO

で求めた電波吸収パネルのエッジ散乱波を用い，伝送線路モデルを用いた反射係
数の計算値をエッジ散乱の影響を含むように補正する。さらに計算値の補正結果
について，補正前の計算値や測定値と比較し，その妥当性を検討する。
GHAによる方法では，逆にエッジ散乱の影響を除去する補正を検討する。非周
期関数の調和関数による分解を行うGHAを用い，金属板あるいは電波吸収パネ
ルの反射波を光路長の軸で分解し，エッジ散乱波の除去により反射係数の測定値
を補正する。さらに測定値の補正結果について，補正前の測定値や計算値と比較
する。
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第 7章 電波吸収パネル反射波に含まれるエッジ散乱波分離と反射係数補正

7.2 PO計算値を利用したエッジ散乱波の補正

7.2.1 検証に用いる反射係数測定値

PO計算値を用いたエッジ散乱波の補正の検証データには，第 4章にて取り扱っ
た電波吸収パネルのうち，第 5章の図 5.12において評価値Errの値がほぼ収束し
た条件に近い入射角度 θi = 60°の場合について検討する。電波吸収パネルは，表
面材料を御影石（厚さ ds = 10mm）とした 2層形のPCCWタイプとする（図 7.1

参照）。

I

IV
III

II

t

b

図 7.1: 検証に用いる電波吸収パネルの構造（θi = 60°）

桟型フェライトの構造パラメータ d，tと bは，第 4章と同様にそれぞれ，d =

17mm，t = 8mmと b = 38mmとした。伝送線路モデルを用いた反射係数の計算
には，第 4章と同様に表 7.1に示に示した材料定数を用いた。ここで，表 7.1中の
f は周波数 [MHz]を示す。
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7.2. PO計算値を利用したエッジ散乱波の補正

表 7.1: 各部材の材料定数

材料 εr µr

コンクリート 6.8− j1.8 1

御影石 5.7− j0.12 1

フェライト 12.5− j0.0 1 +
1025.9

1 + j
f [MHz]

8.06

以上の電波吸収パネルについて，第 4章に示した測定方法による反射係数の測
定値と伝送線路モデルによる計算値の比較を図 7.2に示す。同図より，測定値と計
算値に差異が生じている。
今回行った建物外壁用電波吸収パネルの反射係数の測定では，ダイナミックレ
ンジが約 20dB程度であり，特に反射係数が−20dB以下の反射係数では測定値と
計算値の差異が大きいと考えられる。その他の要因として，本論文で取り扱う電
波吸収パネルのエッジ散乱波の影響が想定される。

図 7.2: 反射係数の計算値と測定値の比較（θi = 60°）
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第 7章 電波吸収パネル反射波に含まれるエッジ散乱波分離と反射係数補正

7.2.2 エッジ散乱波の補正方法

図 7.3に示すように，金属板からの反射波に含まれる正規反射波をEPEC

s ，エッ
ジ散乱波をEPEC

d とする。被測定パネル（以下，本章でも PUTとする）について
も同様に正規反射波をEPUT

s ，エッジ散乱波をEPUT

d とする。伝送線路モデルを用
いた反射係数の計算値R′は正規反射波のみであるのに対して，測定値Rは正規
反射波とエッジ散乱波の双方を含む。すなわち，伝送線路モデルによる計算値R′

と測定値Rはそれぞれ，式 (7.1)と (7.2)で表される。

R′ = −EPUT

s

EPEC

s

(7.1)

R = −EPUT

s +EPUT

d

EPEC

s +EPEC

d

= −
EPUT

s

(
1 +

EPUT

d

EPUT

s

)
EPEC

s

(
1 +

EPEC

d

EPEC

s

) (7.2)

 

 Ed      or Ed 
PEC PUT

Es      or Es 
PEC PUT

図 7.3: 正規反射波とエッジ散乱波

式 (7.2)のうち，最右辺の分母と分子の括弧内の値，すなわち金属板とPUT双
方の正規反射波に対するエッジ散乱波の比率が求められれば，エッジ散乱波補正
することができる。具体的には，伝送線路モデルを用いた反射係数の計算値R′に
式 (7.2)の最右辺の括弧内の値を乗じることで補正する。
金属板の反射係数は周波数によらず一定となるため，エッジ散乱波Edは

√
fに

反比例した振幅をとると仮定し，第 6章で述べた方法で正規反射波とエッジ散乱
波とを分離できる。一方PUTの反射係数は一般に周波数特性を有しており，金属
板と同様な方法でエッジ散乱波を分離することができない。そこで，第 6章で述
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7.2. PO計算値を利用したエッジ散乱波の補正

べた方法により，POによって正規反射波とエッジ散乱波の比率を求める。しか
し，POの計算ではエッジ部分の面電磁流の摂動を考慮していないため，エッジ散
乱波の比率の算出結果にも誤差が生じる。そこで，金属板の反射波測定値から求
めた正規反射波に対するエッジ散乱波の比率を用いて POのエッジ散乱波の比率
を補正する。以下にその手順をまとめる（図 7.4参照）。

1⃝ 第 6章の方法で金属板からの反射波測定値からエッジ散乱波を抽出し，正規
反射波に対する複素振幅比 P M

PECを求める。
2⃝ POによる金属板とPUTの反射波の計算値について，第 5章の方法で正規反
射波に対するエッジ散乱波の複素振幅比 P PO

PECと P PO
PUTをそれぞれ求める。

3⃝ PO計算値に対する測定値の複素補正係数CPEC = P M
PEC/P

PO
PECを求める。

4⃝ P PO
PUTにCPECを乗じ，PO計算値におけるエッジ散乱波を測定値相当になるよ
うに補正する。

5⃝ P M
PEC，P PO

PUT，CPECにより反射係数R′を補正し，式 (7.3)により補正された反射
係数Rを得る。

R = R′ × 1 + CPEC × P PO
PUT

1 + P M
PEC

(7.3)

図 7.4: エッジ散乱波の補正手順の説明図
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第 7章 電波吸収パネル反射波に含まれるエッジ散乱波分離と反射係数補正

7.2.3 POによるエッジ散乱波算出結果

7.2.1節の測定条件をPO解析モデルで再現し，金属板と電波吸収パネルについ
て，P PO

PECと P PO
PUTを求めた。結果を図 7.5に示す。ここで入射波Ei，H iについて

は，GTDの入射界と同様にモーメント法によるアンテナ解析ソフトMMANAを
用いて電波吸収パネル面上の電磁界の分布を求めた。
図 7.5より，周波数 f が高くなると金属板と電波吸収パネルの位相のずれが次
第に大きくなっている。これは，周波数が高くなると電波吸収パネル内部での位
相回転が大きくなるためと考えられる。

図 7.5: POによるエッジ散乱波計算結果
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7.2. PO計算値を利用したエッジ散乱波の補正

7.2.4 反射係数の補正結果

第 6章で求めたP M
PEC，7.2.3節で求めたP PO

PEC，P PO
PUTとR′により，補正された反射

係数Rを求めた結果を図 7.6に示す。比較のため，補正前の反射係数R′と測定値
も同時に示している。
エッジ散乱波の補正により，特に反射係数が−20dB程度以上となる 700MHz以
上の周波数では測定値とほぼ一致した結果となっている。250MHz程度の周波数
において本手法と実測値との間に差異が生じているが，既述のように本測定のダ
イナミックレンジが 20dB程度であることが要因と考えられる。
またエッジ散乱波の補正後のR′は，測定値のような大きな周波数変動を示して
いない。ダイナミックレンジと同オーダー程度の不要波については，本手法で補
正することが出来ないためである。次節では，本節での補正手法とは逆に，測定
値からエッジ散乱波を含む不要波を除去することにより，反射係数測定値を補正
する方法を検討する。

図 7.6: エッジ散乱波の補正結果
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第 7章 電波吸収パネル反射波に含まれるエッジ散乱波分離と反射係数補正

7.3 一般調和解析 (GHA)によるエッジ散乱波の補正

7.3.1 検証に用いる反射係数測定値

GHAによるエッジ散乱波補正の検証には，第 4章で検討した電波吸収パネルの
うち，表面材料を御影石（厚さ ds = 10mm）とした PCCWタイプを用い，入射
角度 θi = 30°，60°の測定データについて検討する。
入射角度 θi = 30°については，図 7.7に示す 3層形電波吸収パネル（コンクリー
ト層の厚さ dc = 15mm）とし，桟型フェライトの構造パラメータ d，tと bは，そ
れぞれ第 4章と同様に d = 17mm，t = 8mmと b = 27mmとした。
入射角度 θi = 60°については，7.2.1節と同様な電波吸収パネルを用いる（図

7.1参照）。両入射角度ともに，伝送線路モデルを用いた反射係数の計算には，表
7.1に示に示した材料定数を用いた。

I

V
IV

III
II

t

b

図 7.7: 本手法の検証に用いる電波吸収パネルの構造（θi = 30°）
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入射角度 θi = 30°について，第 4章に示した測定方法による反射係数の測定値
と伝送線路モデルを用いた計算値の比較を図 7.8に示す。入射角度 θi = 60°につ
いては，図 7.2に示した通りである。入射角度 θi = 60°と同様，θi = 30°につい
ても測定値と計算値に差異が生じており，本節ではこれらの差異をGHAにより
補正する手法を検討する。

図 7.8: 反射係数の計算値と測定値の比較（θi = 30°）
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7.3.2 エッジ散乱波の補正方法

金属板もしくは電波吸収パネルからの反射波の測定値 T は，正規反射波と不要
波である遅延波の重ね合わせとなる。周波数領域では，図 7.9の実線で示すよう
な軌跡で表される。各波の振幅は周波数に対して一定と仮定すると，n個の一定
間隔の周波数 fi(i = 1, 2, ..., n)における測定値 Tiは式 (7.4)で表される。

Ti = r1 exp (−jk0il1) + r2 exp (−jk0il2) + · · ·, i = 1, 2, · · ·, n (7.4)

ここで，k0iは周波数 fiにおける自由空間での波数，r1，r2，· · ·は正規反射波や
遅延波の複素振幅，l1，l2，· · ·は伝搬経路の電気長である。

図 7.9: 反射波測定値に含まれる正規反射波と不要波

式 (7.4)の右辺の各項は振幅の大きさの順，すなわち |r1| ≥ |r2| ≥ |r3| ≥ · · ·で
あるとし，振幅の大きい項から順次抽出することとする。ここで，式 (7.4)のエネ
ルギーを式 (7.5)で定義する。

E {Ti} =
1

n

n∑
i=1

|Ti|2 (7.5)

式 (7.4)の右辺の第 1項から第 k項 (k = 1, 2, · · ·)に相当する項を，Tiから差し
引いた残りのエネルギー T

(k)
i とする。ただし，T

(0)
i = Tiとおく。T

(k)
i は，第 k項，
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すなわち r̂kと l̂kを式 (7.6)により，k = 1から順次推定する。ここで，r̂kは複素
振幅，l̂kは伝搬路の電気長の推定値である。(

r̂k, l̂k

)
= argmin

(r,l)
E {Ti − r exp (−jk0il)} , r ∈ C, l ∈ R (7.6)

具体的には，まず式 (7.7)に示すように，iの変化に対する関数値T
(k−1)
i exp (jk0il)

の分散が最も小さくなるように，実数 l̂kを求める。

l̂k = argmin
l

Var
{
T

(k−1)
i exp (jk0il)

}
, r ∈ C, l ∈ R (7.7)

次に r̂kを式 (7.8)により求める。

r̂k =
1

n

n∑
i=1

T
(k−1)
i exp (jk0il̂k) (7.8)

推定した l̂kと r̂kにより式 (7.4)の第 k項の推定値を求め，それを除去することに
より，T

(k)
i を式 (7.9)により更新する。

T
(k)
i = T

(k−1)
i − r̂k exp (−jk0il̂k) (7.9)

上記の手順を順次繰り返し，正規反射波や不要波を伝搬路の電気長ごとに分離する。
また式 (7.4)の右辺の第 k項までの除去による残差Riを求め，式 (7.10)に示す

TiとRiのエネルギーの比率 PEを，本手法による除去効果の指標として用いる。

PE =
E {Ri}
E {Ti}

(7.10)

さらに，順次推定した l̂kと r̂kについては，残差エネルギーの観点で最適とは限ら
ない。そこで，k = 1, 2, · · ·, nまで求めた l̂kと r̂kを初期値として，残差エネルギー
E {Ri}を最小化するように l̂kと r̂kを最適化した。
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7.3.3 反射波の光路長軸上の分解結果

入射角度 θi = 30, 60°の場合の金属板と電波吸収パネルからの反射波測定値 T

について，光路長軸上に分解した結果を図 7.10から図 7.13に示す。ここで，サイ
ト図面から算出した正規反射の伝搬路 2rからVNAスルー校正時のアンテナ間距
離 rcを減じた 2r − rcは，入射角度 θi = 30°と 60°ではそれぞれ，約 16.0mと
19.7mである。また正規反射波と磁界と垂直方向のエッジ中央部からのエッジ散
乱波の伝搬路の光路差は，入射角度 θi = 30°と 60°ともに約 0.3mである。
金属板からの反射波を示す図 7.10と図 7.12より，最も振幅が大きい反射波が正
規反射波，2番目に振幅が大きい反射波がエッジ散乱波と考えられる。分離され
た正規反射波は，アンテナ設置図面上の伝搬路長に対して入射角度 θi = 30°と 60

°でそれぞれ，約 1.1mと 0.4mの差異が生じている。この原因としては，図面の
寸法と実際との差異が考えられる。一方，正規反射波とエッジ散乱波の伝搬路の
光路差は，入射角度 θi = 30°と 60°共に約 0.3mであり，図面上の光路差とほぼ
一致している。
電波吸収パネルからの反射波を示す図 7.11と図 7.13については，最も振幅が大
きい反射波が正規反射波またはパネル表面による反射波と考えられる。同波（=

主波とする）に対して伝搬路長が長い反射波が複数抽出されている。主波に対し
て約 0.3m程度伝搬路が長い反射波は電波吸収パネルエッジ散乱波の可能性があ
る。それ以降は電波吸収パネル内部の多重反射波やその他の不要波であると考え
られるが，明確な意味づけは難しい。
図 7.10と図 7.11もしくは図 7.12と図 7.13を比較すると，正規反射波やエッジ
散乱波と想定される波について，金属板と電波吸収パネルの光路長に差異が生じ
ている。金属板と電波吸収パネルの測定時は送受信アンテナや電波吸収パネルを
移動しないため，本来であれば両者の光路長は一致するはずである。光路長の差
異の要因としては，下記が想定される。

• 本分解方法では各波の振幅が周波数に対して一定と仮定しており，周波数特
性を有する反射波は複数の波の重ね合わせで表される。電波吸収パネルから
の正規反射波やエッジ散乱波は周波数特性を有するため，複数の波の重ね合
わせとなり，物理的な光路長と異なる可能性がある。

• 金属板からの反射波は，電波吸収パネル表面に金属板を設置して測定してお
り，両者の反射面には物理的な差異が生じる。

• 電波吸収パネルからの反射波は，電波吸収パネル内部での多重反射や位相回
転の影響を含んでおり，物理的な光路長に対して延伸する可能性がある。

• 送受信アンテナは，FRP製のポールに取り付けた上でポールを地面にロー
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プで四方から固定しているが，風やアンテナ固定用のロープの張り具合の影
響でアンテナ設置位置がずれる可能性がある。

• アンテナとVNA間のケーブル長が 40mと長いため，日射の影響により温度
が変化し，ケーブルの電気長が変化した可能性がある。

30°，60°の入射角度共に，電波吸収パネルからの正規反射波と不要波の振幅は
同オーダーであることが見てとれる。電波吸収パネルの反射波測定値には，エッ
ジ散乱波やその他不要波の影響を含むことが，本結果から推測される。エッジ散
乱波やその他のノイズの影響を除去するため，正規反射波の伝搬路長と比較して
0.3m程度以上の反射波を不要波とみなし，除去することとした。
図 7.14から 7.17は，分離した反射波を振幅が大きい順に測定値から減じた際の
評価値 PEの変化を示している。10波の反射波を除去することにより，除去前の
測定値に対してエネルギーが 10−6程度以下となっており，測定値は 10波の反射
波でほぼ完全に表されることが，本結果から明らかになった。
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図 7.10: 金属板の反射波測定値の分離結果（θi = 30°）

図 7.11: 電波吸収パネルの反射波測定値の分離結果（θi = 30°）
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図 7.12: 金属板の反射波測定値の分離結果（θi = 60°）

図 7.13: 電波吸収パネルの反射波測定値の分離結果（θi = 60°）
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図 7.14: 分離された金属板反射波除去後の PE（θi = 30°）

図 7.15: 分離された電波吸収パネル反射波除去後の PE（θi = 30°）
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図 7.16: 分離された金属板反射波除去後の PE（θi = 60°）

図 7.17: 分離された電波吸収パネル反射波除去後の PE（θi = 60°）
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7.3.4 反射係数の補正結果

図 7.18から 7.21は，金属板と電波吸収パネルの反射波測定値T について，GHA

により分離の後，不要波を除去した結果を示している。比較のため，金属板につ
いては第 6章の方法でエッジ散乱波を除去した結果も同時に示している。除去前
と除去後を比較すると，周波数に対する変動は低減されている。
金属板について，第 6章の除去手法と比較すると，GHAによる不要波の除去で
は周波数に対する Tref の変動が大きくなっている。GHAによる不要波の除去で
は，エッジ散乱波の振幅が

√
f に反比例するという仮定が含まれていないためと

考えられる。
電波吸収パネルについても不要波による振動は低減されているが，特に図 7.21

の入射角度 θi = 60°では，周波数 f = 150MHz程度以下において Tpanが 5dB程
度振動している。これは，図 7.13のように正規反射波と不要波の振幅がほぼ同程
度となり，正規反射波より伝搬路が短い反射波の影響を受けたためと考えられる。
入射角度 θi = 30°と 60°について，図 7.18から図 7.21の結果により求めた反
射係数を，それぞれ図 7.22と 7.23に示す。リファレンス値となる金属板からの反
射波については，GHAと第 6章の方法で不要波を除去した双方の場合について示
している。また，比較のため伝送線路モデルによる計算値も同時に示している。
エッジ散乱波の除去により，周波数による反射係数の振動は低減されている。伝
送線路モデルと比較すると，双方の除去結果ともに差異が生じているが，原因と
しては特に電波吸収パネル測定時の不要波の影響等や桟型フェライト層の一様近
似による誤差 [17]が考えられる。
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図 7.18: 金属板の反射波測定値の補正結果（θi = 30°）

図 7.19: 電波吸収パネルの反射波測定値の補正結果（θi = 30°）
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図 7.20: 金属板の反射波測定値の補正結果（θi = 60°）

図 7.21: 電波吸収パネルの反射波測定値の補正結果（θi = 60°）
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図 7.22: GHAによる反射係数の補正結果（θi = 30°）

図 7.23: GHAによる反射係数の補正結果（θi = 60°）
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7.4 まとめ
第 7章では，POもしくはGHAを利用することで，電波吸収パネルからの反射
波に含まれるエッジ散乱波を分離し，電波吸収パネルの反射係数を補正した結果
について述べた。
以下に，本章の検討にて得られた結果や知見を示す。

• まず POを利用した方法として，金属板からの反射波測定値から分離した
エッジ散乱波とPOの計算結果から求めた正規反射波に対するエッジ散乱波
の割合を用い，電波吸収パネルの反射係数の測定結果を補正する手順を述
べた。

• 本手法により伝送線路モデルを用いた反射係数の計算値をエッジ散乱波の影
響を含むように補正することにより，測定精度が得られていると想定される
反射係数−20dB以上の周波数帯域では，測定値と計算値はほぼ一致した。

• 電波吸収パネルの反射係数測定値は，伝送線路モデルを用いた計算値と比較
して大きな周波数変動を示す。その要因を検討するため，GHAによって電
波吸収パネルからの反射波に含まれる正規反射波や不要波を伝搬路長ごとに
分離する手順を述べた。

• さらに分離結果により，金属板や電波吸収パネル測定値に含まれる不要波を
除去し，反射係数を補正する手順を述べた。

• 本手法により金属板や電波吸収パネルからの反射波に含まれる正規反射波や
不要波を光路長ごとに分離した結果，正規反射波とエッジ散乱波の光路差は
測定サイトの図面から求めた値とほぼ一致した。

• 分離した 10 波の反射波を除去することにより，除去前の測定値に対してエ
ネルギーが 10−6程度以下となっており，測定値はほぼ 10 波の反射波で表さ
れることが確認された。

• 金属板，電波吸収パネルともに，GHAによる不要波の除去によって反射波
測定値や反射係数の周波数に対する変動が低減された。

124



第8章 結論

本論文では，桟形フェライト電波吸収体を内蔵したVHF・UHF帯における建物
外壁用広帯域電波吸収パネルの開発とエッジ散乱の影響を考慮した特性評価法の
確立を目的として研究を行った内容を述べた。以下に本研究で得られた成果，知
見をまとめる。
第 1章では，本論文の背景，目的について述べた。
第 2章では，地上アナログ放送のテレビゴースト対策として開発した建物外壁
用広帯域電波吸収パネルについて、地上デジタル放送への移行に伴い、地上デジ
タル放送の受信障害に対する適用可能性を検討した。建物外壁に電波吸収パネル
を設置することにより，検討した計算モデルでは受信障害が起こりうる領域が解
消もしくは半減することを示した。
第 3章では，桟形フェライト電波吸収体を用いたプレキャストカーテンウォー
ル (PreCast Curtain Wall，以下，PCCWとする)タイプ電波吸収パネルについて，
建築的制約条件を考慮した設計手法について述べた。1次元の伝送線路モデルを用
いた反射係数の計算結果により，電波吸収パネルの構造パラメータを設計する方
法を述べた。桟型フェライト電波吸収体の構造パラメータの変化による入力イン
ピーダンスの変化を検討し，反射係数が目標性能である−14dB以下となるための
構造パラメータの組み合わせの範囲を求めた。本結果を利用することにより，入
射角度 θi = 0，30，60°の 3通りについて，反射係数の周波数特性を求めた。その
結果，入射角度が大きくなるに従って広帯域な反射特性が得やすい傾向が見られ
た。θi = 0°の場合と比較したフェライト使用量は，θi = 30°では約 85%，θi = 60

°では約 52%となっており，入射角度が大きくなるに従って削減可能であること
を示した。2層形電波吸収パネルでは広帯域な反射特性が比較的得にくい入射角
度 θi = 0について，金属板と桟型フェライト層の間に厚さ 15mmのコンクリート
層を挿入することにより，反射係数が−18dB（「目標性能：−14dB」−「測定時
の誤差等に対するマージン：4dB」）以下となる周波数帯域が約 36MHz拡大する
ことを示した。
第 4章では，電波吸収パネルの実製作上の様々なパラメータが電波吸収性能に与
える影響について，実験的に検討した。ベクトルネットワークアナライザ（Vector

Network Analyzer，以下，VNAとする）によるPCCWタイプの測定結果におい
て，表面材料が VFRC，ECP，御影石の場合，入射角度 θi = 30°，60°共に目
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標性能を満足するという結果が得られた。PCCWタイプの測定結果において，表
面材料の含水率が上昇すると電波吸収特性が低帯域側にシフトするため，地上デ
ジタル放送の周波数帯域では反射係数が上昇した。そのため，撥水剤の塗布のよ
うな含水率の上昇を防止する対策が必要となる。ガラスカーテンウォール（Glass

Curtain Wall，以下，GCWとする）タイプの測定結果において，入射角度 θi = 30

°，60°共に目標性能を満足した。また本論文で検討した部材の構成では，目標性
能に対して 5dB程度のマージンがある場合は，空気層の厚さ daを半分程度として
も目標性能を満足できることが実験的に示された。
第 5章から第 7章では，第 4章で明らかになった課題として，反射係数の測定
値と 1次元の伝送線路モデルによる計算値の差異の要因を検討した。具体的には，
電波吸収パネルの反射係数測定値に影響を与えるエッジ散乱波の影響を検討した。
第 5章では，反射係数の測定値に含まれるエッジ散乱波の影響を検討するため，
物理光学近似（Physical Optics，以下，POとする）により，エッジ散乱波の基本
的な特性について述べた。まず POによる電波吸収パネルの反射係数の計算方法
について述べた。また POによる反射波の計算結果に含まれるエッジ散乱波の割
合を定量化し，エッジ散乱波の周波数の変化に対する振幅の特性について検討し
た結果を述べた。POの計算において電磁界の相反性を考慮することで，金属板
と電波吸収パネルの反射波測定時の VNAの受信電圧の比率，すなわち測定時の
反射係数に相当する値を求める計算方法を示した。本計算方法により金属板から
の反射波を計算し，金属板に含まれる正規反射波に対するエッジ散乱波の割合を
求めた。金属板からの散乱波に含まれるエッジ散乱波の特性について検討し，金
属板の縦横双方の辺からのエッジ散乱波の光路長が一致する条件を示した。
第 6章では，金属板からの反射波に含まれるエッジ散乱波の分離と分離したエッ
ジ散乱波による金属板反射波測定値の補正について述べた。まずエッジ散乱波の
補正に必要となる，金属板からの反射波に含まれるエッジ散乱波の分離方法を述
べた。入射角度 θi = 30°，60°の場合の金属板からの反射波測定値からエッジ
散乱波を分離し，幾何光学的回折理論 (Geometrical Theory of Diffraction，以下，
GTDとする)によるエッジ散乱波の計算結果と比較した。両入射角度ともに，波
長と比較して金属板の長辺が十分長い高周波数領域では，両者はほぼ一致すると
いう結果が得られた。これにより，金属板からの反射波に含まれるエッジ散乱波
を本手法により推定可能であることを示した。さらに金属板からの反射波に含ま
れるエッジ散乱波を除去し，周波数による VNA受信値の変動幅が抑制されるこ
とを定量的に示した。具体的には，入射角度 θi = 30°と 60°について，周波数に
よる変動を，それぞれ 10.1dBから 2.0dBと 6.3dBから 0.3dBに抑制されることを
示した。本手法により，入射波の波長と比較して金属板の長辺が十分に長い場合
は，エッジ散乱波がほぼ除去されることを示した。
第 7章では，POもしくは一般調和解析（Generalized Harmonic Analysis，以下，
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GHAとする）を利用することで，電波吸収パネルからの反射波に含まれるエッジ
散乱波を分離し，電波吸収パネルの反射係数を補正した結果について述べた。ま
ず POを利用した方法として，金属板からの反射波測定値から分離したエッジ散
乱波とPOの計算結果から求めた正規反射波に対するエッジ散乱波の割合を用い，
電波吸収パネルの反射係数の測定結果を補正することにより，測定精度が得られ
ていると想定される反射係数−20dB以上の周波数帯域では，測定値と計算値の差
異ほぼ解消されることを示した。また，電波吸収パネルの反射係数測定値の周波
数変動についての要因を検討するため，GHAによって電波吸収パネルからの反射
波に含まれる波（正規反射波や不要波を含む）を伝搬路長ごとに分解した。分解
し，推定した正規反射波とエッジ散乱波の光路差は測定サイトの図面から求めた
値とほぼ一致した。また，測定値がほぼ 10 波の反射波で表されることを確認し
た。金属板，電波吸収パネルともに，GHAによる不要波の除去によって反射波測
定値や反射係数の周波数に対する変動が低減されることを示した。
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第 8章 結論

おわりに

本研究で開発した電波吸収パネルは，地上アナログ放送のUHF・VHF帯の両
周波数帯域のテレビゴースト対策として，実際に都内の超高層建物にも実装され
ている。本研究の成果は既に社会的貢献を果たしたと言える。
今後，地上デジタル放送やマルチメディア放送（予定）の受信障害が発生した
場合，その対策として適用可能であると考える。
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付 録A 桟型フェライト層の
等価材料定数の導出

A.1 等価材料定数テンソル
図A.1に示すように，幅 b，奥行 dの直方体形状のフェライトを x軸方向に配列
周期 bで配置した桟構造を考える。ここで，フェライトの比誘電率，比透磁率をそ
れぞれ εrf，µrf とし，フェライト間は空隙であり，その誘電率を ε0，µ0とする。

t

b

b

εrf
μrf

ε0
μ0

図 A.1: 桟形フェライトの検討モデル

桟構造を異方性の均質媒質と仮定すると，桟型フェライト層の比誘電率テンソ
ル [εr]，比透磁率テンソル [µr]は式 (A.1)，(A.2)で表される。

[ε] =

 εrxε0 0 0

0 εryε0 0

0 0 εrzε0

 (A.1)
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付 録A 桟型フェライト層の等価材料定数の導出

[µ] =

 µrxµ0 0 0

0 µryµ0 0

0 0 µrzµ0

 (A.2)

桟構造の周期が入射波の波長に比べて十分に小さい場合，周期性を考慮すると
図A.1の点線で示した直方体の領域を検討すれば十分である。合成容量モデル，合
成インダクタンスモデルを用いると，同領域の x方向の等価回路は，それぞれ図
A.2，図A.3で表される。

εrfε0 Cfx

ε0 Cax

図 A.2: x方向の等価回路（合成容量モデル）

μ0

Lfx Lax

μrfμ0

図 A.3: x方向の等価回路（合成インダクタンスモデル）
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A.1. 等価材料定数テンソル

合成容量 Cxは，フェライト部分の容量 Cfx，空隙部分の容量 Caxを用いて式
(A.3)の関係式で表される。

1

Cx

=
1

εrxε0d

=
1

Cfx

+
1

Cax

=
t

εrfε0bd
+

b− t

ε0bd

=
t/b+ (1− t/b) εrf

εrfε0d
(A.3)

同様に合成インダクタンスLxは，フェライト部分のインダクタンスLfx，空隙部
分のインダクタンス Laxを用いて式 (A.4)の関係式で表される。

1

Lx

=
1

µrxµ0d

=
1

Lfx

+
1

Lax

=
t

µrfµ0bd
+

b− t

µ0bd

=
t/b+ (1− t/b)µrf

µrfµ0d
(A.4)

式 (A.3)，(A.4)より，x方向の等価比誘電率 εrxと等価比透磁率 µrxはそれぞれ式
(A.5)，(A.6)で表される。

εrx =
εrf

t/b+ (1− t/b) εrf
(A.5)

µrx =
µrf

t/b+ (1− t/b)µrf

(A.6)
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付 録A 桟型フェライト層の等価材料定数の導出

y方向の等価回路については，それぞれ図A.4，図A.5で表される。

ε0εrfε0

Cfy Cay

図 A.4: y方向の等価回路（合成容量モデル）

Lfy

Lay

μrfμ0

μ0

図 A.5: y方向の等価回路（合成インダクタンスモデル）

合成容量 Cy は，フェライト部分の容量 Cfy，空隙部分の容量 Cay を用いて式
(A.7)で表される。

Cy = εrxε0d

= Cfy + Cay

=
{εrf t+ (b− t)} ε0d

b
(A.7)
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A.1. 等価材料定数テンソル

同様に合成インダクタンスLyは，フェライト部分のインダクタンスLfy，空隙部
分のインダクタンス Layを用いて式 (A.8)で表される。

Ly = µryµ0d

= Lfy + Lay

=
{µrf t+ (b− t)}µ0d

b
(A.8)

式 (A.7)，(A.8)より，y方向の等価比誘電率 εryと等価比透磁率 µryはそれぞれ式
(A.9)，(A.10)で表される。

εry =
t

b
εrf + (1− t/b) (A.9)

µry =
t

b
µrf + (1− t/b) (A.10)

z方向についても，y方向と同様の等価回路により，等価比誘電率 εrzと等価比
透磁率 µrzはそれぞれ式 (A.11)，(A.12)で表される。

εrz =
t

b
εrf + (1− t/b) (A.11)

µrz =
t

b
µrf + (1− t/b) (A.12)
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付 録A 桟型フェライト層の等価材料定数の導出

A.2 等価材料定数
図A.6に示すように，y方向に一様な角速度 ωの平面波が入射角度 θiで比誘電
率，比透磁率テンソルが式 (A.1)，(A.2)で表される異方性均質媒質に入射する場
合を考える。

[εr], [μr]

ε0, μ0
θi

図 A.6: 等価材料定数の検討モデル

マクスウェルの方程式を考慮すると，TE,TM射入射についてそれぞれ，式 (A.13)，
(A.14)の関係が得られる。

∂Hx

∂z
− ∂Hz

∂x
= jωεyEy

∂Ey

∂x
= −jωµzHz

−∂Ey

∂z
= −jωµxHx

 (A.13)

∂Ex

∂z
− ∂Ez

∂x
= −jωµyHy

∂Hy

∂x
= jωεzEz

−∂Hy

∂z
= jωεxEx

 (A.14)

空気中の波数k0(= ω
√
ε0µ0)，z方向の伝搬定数γzとし，x方向の依存性exp (jk0 sin θi)，

z方向の依存性 exp (−γzz)を考慮すると，TE，TM射入射の特性インピーダンス
ZTE

c ，ZTM
c と z方向の伝搬定数 γTE

z ，γTM
z は，式 (A.15)から (A.18)で表される。

ZTE
c =

√
µ0

ε0

√
εry
µrx

− µrxµrz

sin2 θi
(A.15)

ZTM
c =

√
µ0

ε0

√
µry

εrx
− sin2 θi

εrxεrz
(A.16)
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A.2. 等価材料定数

γTE
z = jk0

√
εryµrx −

µrx

µrz

sin2 θi (A.17)

γTM
z = jk0

√
εrxµry −

εrx
εrz

sin2 θi (A.18)

一方，均一で等方性の材料を仮定すると，等価材料定数 εreq と µreq を用いて，
TE，TM射入射時の特性インピーダンスZTE

c ，ZTM
c と伝搬定数 γzは式 (A.19)か

ら (A.21)で表される。

ZTE
c =

√
µ0

ε0

√
µreq

εreq
−

µ2
req

sin2 θi
(A.19)

ZTM
c =

√
µ0

ε0

√
µreq

εreq
− sin2 θi

ε2req
(A.20)

γz = jk0

√
εreqµreq − sin2 θi (A.21)

式 (A.15)から (A.18)と式 (A.19)から (A.21)がそれぞれ等価であるという条件
からTE，TM射入射の等価材料定数は下記の式 (A.23)から (A.25)で表される。

εTE
req = εry +

(
1

µrx

− 1

µrz

)
sin2 θi (A.22)

µTE
req = µrx (A.23)

εTM
req = εrx (A.24)

εTM
req = µry +

(
1

εrx
− 1

εrz

)
sin2 θi (A.25)
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